
川崎市情報化推進プログラム（2014－2015）の取組結果について 

１ 情報化推進プログラム（2014－2015）について 

 ２００６（平成１８）年３月に概ね１０年を計画期間として策定した「第２次川崎市情報化基本計画」を具体

的に推進するためのアクションプランとして、２０１４（平成２６）年～２０１５（平成２７）年の２ヵ年を計画期

間として策定したものです。 

２ 推進プログラムの実施状況報告 

 情報化施策の推進に関する規則第７条第１項に基づき、各局室区に推進プログラムの実施状況の報

告を求め、取りまとめました。 

「川崎市情報化施策の推進に関する規則」 
第７条第１項 情報統括管理者は、各局の長に対し、各局における情報化施策の実施状況についての報告そ
の他必要な措置を求めることができる。 
第７条第２項 情報統括管理者は、情報化施策の実施状況を取りまとめ、本部長に報告する。 

（１） 情報化推進プログラム事業について 

 ２０１４ 

（平成２６年度） 

２０１５ 

（平成２７年度） 

推進プログラム当初事業数 １１８ 

追加事業数 ２ 

 ２ 

全事業数 １２０ １２２ 

●各年度の新規事業 

【2014（平成 26 年度）】 ２件 

・殿町国際戦略拠点「キング スカイフロント」の情報発信 

・母子保健業務管理システム 

【2015（平成 27 年度）】 ２件 

・川崎市地域包括ケアシステムポータルサイト 

・市立川崎病院におけるスマート化の推進 



（２） 進捗状況について 

進捗度 
２０１４ 

（平成２６年度） 

２０１５ 

（平成２７年度） 

全事業数 １２０ １２２ 

予定通り １１９ １２２ 

 やや遅延 １ ０ 

 かなり遅延 ０ ０ 

遅延事業 

【2014（平成 26 年度）】 やや遅延 １件 

・生涯学習情報の提供(教育委員会生涯学習推進課) 

新たな仕組みによる情報提供について、システム構築・運用方法の変更により平成 26 年

度での遅延が生じたものの、平成 27 年度には運用を開始しました。 

（３） 主な取組状況 

 別添のとおり 

（４） 総括 

 計画期間中の平成２６年度、平成２７年度の２ヵ年においては、ほぼ計画どおりでした。 

【参考】年度別局別事業数 

所管局年度毎の事業数は、次のとおりとなります。
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証明書発行拠点の拡充 【市民・こども局】

平成２８年１月２２日から証明書の自動交付サービス（コンビニ交付サービス）を開始

１ 市民活力を高め、協働と安心のまちづくりに寄与する情報化

川崎市情報化推進プログラム(2014-2015)における平成27年度の主な取組結果

公衆無線ＬＡＮ整備事業・効果的な地域情報発信の推進 【総務局】

・市立小・中学校164校や富士見公園にアクセスポイントを整備
・民間事業者既設の約200か所のアクセスポイントをかわさきＷｉ－Ｆｉとして利用可能に
・利用登録や接続認証を統一した「接続アプリ」の活用で市内約1,400か所、全国約14万か
所のアクセスポイントが利用可能に。またアプリ上で観光情報を配信
・情報共有プラットフォーム「かわさきアプリ」及び「防災・子育てアプリ」の開発

２ 産業振興とシティセールスを促す情報化

都市イメージの向上を図る戦略的な情報発信 【総務局】

・本市が持つ多彩な魅力に関する情報を、広告出稿や市広報番組を通じて市内外に発信
・テレビの街歩き番組や雑誌からの画像提供依頼等メディア取材に積極的に協力
・Twitter（kawasaki_pr）、youtube(川崎市チャンネル）を活用し、インターネットを通じた
情報発信を恒常的に実施
・羽田空港を利用する訪日外国人向けに京急川崎駅周辺の観光情報をＰＲするガイド
ブックを作成
・6事業をイメージアップ事業に認定
・シティプロモーション推進実施計画の策定

４ 情報化を支える仕組みづくり

庁内情報環境整備 【総務j局】

・メールの利用環境を再構築し、セキュリティ対策を推進
（メールの誤送信防止・添付ファイルの自動暗号化の導入など）
・本庁舎移転、機器のリプレースに伴うネットワークの整備

情報セキュリティ対策の実施 【総務局】

・情報セキュリティ基準の改正
・情報セキュリティ外部監査及び内部検査としての標的型攻撃メール対応訓練の実施
・各局点検の実施及び実施結果の検証
・各種セキュリティ研修の実施

社会保障・税番号制度の導入に向けた取組 【総務局】

・個人番号通知及び個人番号カード交付に係る体制整備
・個人番号カードによる各種証明書のコンビニ交付のためのシステム整備
・個人番号の利用及び他都市等との情報連携のための各システムの改修
・特定個人情報保護評価、社会保障・税番号制度の開始に必要となる関係条例の整備
・個人番号カードによるコンビニ交付サービスの開始

３ 行政運営の高度化を図る情報化

市立川崎病院におけるスマート化の推進 【病院局】 【新規】

・病院利用者用WiFiの整備
・院内外来待合エリアに、ニュース・天気予報・市ＰＲ情報・診察状況等を情報発信するデジタル
サイネージの設置
・電子お薬手帳の導入

情報システム全体最適化への取組 【総務局】

・「川崎市情報システム全体最適化ガイドライン」の策定
・サーバ統合化に向けた部局オープン系システムの位置統合
・庁内共通システム基盤（サーバ仮想化技術）導入の開発支援の実施

かわさきの観光情報ホームページ 【経済労働局】

・川崎・登戸駅における観光情報端末、観光協会ホームページ、外国語版ホームページ
による情報発信を実施
・外国語版ホームページでは、工場夜景のタイムラプス動画を掲載、宿泊施設情報の拡充
や各種情報の更新等を実施
・観光協会ホームページについても、各種イベント情報を掲載するほか、トップページの
構成を分かりやすくリニューアルするなど、ホームページの内容を拡充

地方税ポータルシステム（エルタックス） 【財政局】

平成27年4月から電子納税システムの運用を開始

川崎市地域包括ケアシステムポータルサイト 【健康福祉局】 【新規】

市民への情報発信や保健医療・介護・福祉等に係わる多様な主体が情報共有可能なポー
タルサイトが稼働



情報化施策進捗状況管理表（平成２７年度）

基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項

１ 市民活力を高め、協働と安心のまちづくりに寄与する情報化

現行

●電子行政サービスの充実に向けた検討
●オープンデータ公開にあたっての検討・
課題整理
●オープンデータ公開

●電子行政サービスの充実に向けた検討
●オープンデータ公開拡充

変更

●電子行政サービスの充実に向けた検討
●オープンデータ推進部会・作業部会の設
置
●オープンデータ推進に関するガイドライ
ンの制定
●オープンデータの提供
●オープンデータを活用した取組の推進

●電子行政サービスの充実に向けた検討
●オープンデータの提供の拡充
●オープンデータを活用した取組の推進

現行

●ＩＣＴ部門の業務継続計画に基づく実効
的な対策（訓練、評価、見直し）の実施

●継続

変更

現行

●地域ポータルサイトへの行政情報の提
供、事業広報の実施
●利用者アンケートの実施と評価分析

●継続

変更

現行

●外部検討委員会による整備方針や手法の
検討
●市施設への公衆無線ＬＡＮ環境の設置に
向けた検討・実施
●公衆無線ＬＡＮ環境を利用した情報発信
の検討

●主要スポットにおける公衆無線ＬＡＮ環
境の整備
●公衆無線ＬＡＮ環境を利用した情報発信

変更

現行

●利便性を向上するために電子申請環境の
整備・拡充
●申請・手続きをオンライン化するための
業務所管課の支援

●継続

変更

●利便性を向上するために電子申請環境の
整備・拡充
●申請・手続きをオンライン化するための
業務所管課の支援
●暗号アルゴリズム移行対応等システム改
修
●サーバ更新時の構成等の構築に関する設
計及び移行計画の作成

現行

●ｉＤＣ等への移行
●同報系防災行政無線との連携

●機能強化

変更

運用段階 計画通り  災害時に被災者への迅速・効果的な支援を実施す
るとともに、支援漏れや重複支援を防止することを
目指し、被災者台帳作成機能を追加した。

推進段階 計画通り  公衆無線ＬＡＮ環境の整備については、平成26年
度にまとめた「かわさきＷｉ－Ｆｉの整備方針につ
いて」に基づき、避難所に指定されている市立小・
中学校164校にアクセスポイントの整備を行ったほ
か、民間事業者と連携し、市内の主要駅周辺や商業
施設に整備されている約200か所のアクセスポイン
トを活用して利用エリアの拡大を進めた。また、広
域避難場所に指定されている富士見公園にも新たに
整備した。
 さらに、利用登録や接続認証の統一化が図られた
「接続アプリ」を活用することで、「かわさきＷｉ
－Ｆｉ」を含め市内約1,400か所、全国約14万か所
のフリーWi‐Fiのアクセスポイント利用が可能となっ
た。なお、当該接続アプリ上に市内の観光スポット
情報を掲載してアプリ利用者への情報発信も行っ
た。運用段階 計画通り  現行システムの適正かつ安定的な運用を行うとと
もに、申請・手続きをオンライン化するための業務
所管課の支援を行いました。
 また、電子申請システムを取り巻く外部環境の変
化に対応するため、現行システムの課題に対し検討
を進めるとともに、それに伴う予算化及び改修に向
けた調整を行いました。

推進段階

平成27年度

推進段階 計画通り  「川崎市オープンデータの推進に関するガイドラ
イン」に基づき、現在、本市ホームページで公開し
ている情報について、企業等におけるデータ利用の
促進につながるよう評価を行い優先度を見極め、各
種情報のオープンデータ化を進めた。
 また、神奈川県および県内自治体と連携して、避
難所やAEDの情報をオープンデータ化し、県ホーム
ページにおいて提供する取組を行った。

推進段階 計画通り  当該計画に基づく勉強会、訓練を実施するなど、
実効的な対策への取組を継続しました。
 また、最新のシステム構成や訓練結果を踏まえ、
「ＩＣＴ部門に関する業務継続計画（震災対策
編）」を見直し、適切に改正しました。

平成26年度スケジュール

計画通り

運用段階 計画通り

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

 4月に九都県市提案による避難所等の位置情報を
オープンデータ化し提供を開始するとともに、5月か
ら人口統計・消防関連データ・市政だよりなどオー
プンデータの提供を進めてきた。また庁内の推進体
制を整備し、10月には本市のオープンデータ推進に
向けた基本的な考え方や取組の方向性等を示したガ
イドラインを制定した。
 利活用の取組として、市内事業者との協働で、ス
マホアプリを活用した麻生区の子育て支援情報発信
の実証実験（27年1 2月）を行ったほか、地理空間
オープンデータを活用して地域課題の解決に向けて
宮前区でアイデアソンなどのイベント（10月 27年
2月）を実施した。また、神奈川県などと連携した旧
東海道に関するアイデアソンを12月に川崎区で開催
した。
 平成26年4月に、市の「業務継続計画（震災対策
編）」が改訂されたことを踏まえ、「ＩＣＴ部門に
関する業務継続計画（震災対策編）」を見直し、修
正しました。
 また、当該計画に基づく勉強会、訓練を実施する
など、実効的な対策への取組を継続しました。
 地域ポータルサイトからの行政情報の発信に加
え、川崎の魅力やイベント情報を発信するコンテン
ツの作成と動画発信など、行政情報と地域情報を一
体的に発信する地域ポータルサイトの活用を推進し
てきた。また、事業広報として、WEB広告を利用し
た効率的な広報を実施した。

 外部有識者等が委員を務める「川崎市公衆無線
LAN環境整備検討委員会」と庁内職員で構成される
「川崎市公衆無線LAN環境整備推進部会」で、公共
施設、民間施設等へのアクセスポイントの整備方
針、利活用等について検討し、９月に中間報告を行
い、それを受け一時滞在施設等１２施設にアクセス
ポイントを整備し、防災情報ステーションを広域避
難場所の４公園に整備した。また、９月 １０月に
行ったWebアンケートや関係部署・事業者・団体へ
の利活用についてのヒアリング結果を基に検討委員
会、推進部会で検討し、整備方針、利活用等につい
て最終報告を行った。

 現行システムの適正かつ安定的な運用を行うとと
もに、申請・手続きをオンライン化するための業務
所管課の支援を行った。
 また、電子申請システムを取り巻く外部環境の変
化に対応するため、現行システムの課題に対し検討
を進めるとともに、それに伴う予算化及び改修に向
けた調整を行った。

 総合防災情報システムの安定した運用を図るた
め、ｉＤＣへ移行した。また、同報系防災行政無線
の再整備工事に伴い、データ連携を行った。

所管課

システム関
連

総務局 計画通り  地域ポータルサイトからの行政情報の発信に加
え、川崎の魅力やイベント情報を発信するコンテン
ツの作成と動画発信など、行政情報と地域情報を一
体的に発信する地域ポータルサイトの活用を推進し
てきた。また、事業広報として、WEB広告を利用し
た効率的な広報を実施した。
 また、スマートフォン等の普及を踏まえ、行政が
発信する情報だけでなく市民や企業等からの情報も
一体的に発信する新たな仕組みとして、情報共有プ
ラットフォーム「かわさきアプリ」を構成するポー
タルアプリ、防災アプリ、子育てアプリの開発を
行った。

 平成２４年度に策定した「ＩＣＴ部門に関する業務
継続計画（震災対策編）」に基づき、実効的な対策
（訓練、評価、見直し）を継続的に実施します。

 市民の利便性の向上及び行政事務の効率化を更に図
るため、電子申請システムによる行政手続等の拡充を
図り、市民の方々が分かりやすく利用できるように
なっています。
 また、電子行政手続を行うにあたっては、本人確認
（認証）の厳格さの度合に応じて、IDとパスワード、
かわさき市民カードとパスワード、住基カードを利用
した公的個人認証等の公的認証サービスにより認証を
行っています。

 災害等に関する情報や被害状況等を迅速に収集し、
的確な災害対応に関する意思決定を行い、市民等へ迅
速かつ的確な情報伝達を図るとともに、行政、市民、
防災関係機関等において防災や災害に関する情報の共
有化を図るため、総合防災情報システムや関連機器が
円滑に活用できるよう、適切な保守、管理等を行いま
す。

 庁内の推進体制を設置するなど
検討を進める中で、データを公開
していくことよりも、オープン
データを活用した取組に重点を置
いて取り組んでいく方向性に変
わったため。

総合防災情
報システム

総務局 危機管理
室

効果的な地
域情報発信
の推進

電子申請シ
ステム

総務局 システム
管理課

電子行政
サービスの
推進

総務局

その他

ＩＣＴ推
進課

その他

システム関
連

総務局 ＩＣＴ推
進課

公衆無線Ｌ
ＡＮ整備事
業

 本市が提供している各種電子行政サービスを向上さ
せるには、情報通信技術の進展に合わせ、利用者本意
の使いやすさや利便性等を念頭においたサービスを提
供していくことが必要です。このため、今後一層の活
用が見込まれるモバイル機器への対応を含め、新たな
情報機器やインフラに応じた電子行政サービスの対応
を検討していきます。また、市民・企業・行政におけ
る協働の推進、新たなサービスやビジネスの創出、行
政の透明性の向上等を目的として、本市が保有する情
報を個人情報等に配慮したうえで、二次利用可能な
データ形式で公開するオープンデータへの取組を進め
ます。

その他

ＩＣＴ部門
業務継続計
画への取組

その他

ＩＣＴ推
進課

 行政情報と地域情報を一体的に発信し、そこに行け
ば川崎の様々な情報が得られ、地域の人々の情報交流
基盤として民間事業者が運営する地域ポータルサイト
を整備します。なお、特色の異なる複数の地域ポータ
ルサイトを活用することで、市ホームページを閲覧し
ない方にも行政情報に触れる機会を増やすなど、効果
的かつ多角的な行政情報の発信を行っています。ま
た、情報通信技術の進展を踏まえ、市民サービスの向
上、市民参加や協働の促進、地域課題解決、新サービ
スの提供などに向け、情報通信技術の活用を更に進め
ます。

 市民をはじめ来訪者・観光者など市内にいるすべて
の方々の利便性向上を図るため、公衆無線ＬＡＮ環境
の整備を順次行います。また、この公衆無線ＬＡＮ環
境を活用し、ポータルサイトから安全・安心な暮らし
の情報、地域の情報、ＳＮＳなど、利用者が必要な情
報を必要とするタイミングで的確に取得できるよう、
ソフト面の検討も併せて行います。

ＩＣＴ推
進課

総務局

 電子申請システムを取り巻く外
部環境の変化に対応するため。

推進段階 計画通り

運用段階

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

1



基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

現行

●システムの運用・保守
●新OS対応等システム改修
●サーバー更新時の改修内容の検討（シス
テムバージョンアップ等）

●システムの運用・保守
●暗号アルゴリズム完全移行対応等システ
ム改修
●サーバー更新時の改修内容の検討（継
続）

変更

現行

●電子納税システム導入に向けた環境整備 ●電子納税システム運用開始

変更

●地方税ポータルシステム（エルタック
ス）の適正な管理・運営
●電子納税システム導入に向けた環境整備

●地方税ポータルシステム（エルタック
ス）の適正な管理・運営
●電子納税システム運用開始

現行

●年２回実施 ●継続

変更

●年３回実施 ●継続

現行

●現行システムの適正運用
●不適正利用対策
●次期システムに求めるべき機能等の精査

●現行システムの適正運用
●不適正利用対策（カード交換）
●次期システムの調達準備

変更

現行

●自動交付機による証明書交付実施方針に
基づく取組の推進

●システム構築
●コンビニ交付開始(平成２８年１月)

変更

現行
●配信の継続性についての検討
●配信内容の品質の維持

●継続

変更

現行
●アゼリアビジョンを活用した広報の実施
●河川情報表示板を活用した広報の実施

●継続

変更

現行

●システムの適切な運用・保守
●情報分類の管理
●ヘルプデスクの運営、職員研修の実施
●JIS X 8341‐3アクセシビリティ達成等
級AA一部準拠の維持

●継続 運用段階 計画通り  市政情報や暮らしと手続きに関する情報、川崎の
魅力などを川崎市ホームページからウェブアクセシ
ビリティに配慮しながら発信している。市で行われ
るイベントについては、トップページ上部に配した
ビジュアルエリアを活用して積極的にPRを行ってい
る。

運用段階 計画通り  市ホームページ等で配信メニューや配信内容の周
知を図っている。各業務所管課にて作成した防災気
象情報や各区の情報など、パソコン向け28種、携帯
電話向け28種のメールマガジン・ニュースを配信し
ている。

推進段階 計画通り  川崎駅の東西自由通路に設置されている河川情報
表示板（国土交通省京浜河川事務所所管）とアゼリ
アビジョン（川崎アゼリア株式会社設置）といった
デジタルサイネージを通じて、通年にわたり、本市
の行政情報やイベント情報などを、タイムリーに広
く提供することができた。

運用段階 計画通り ●現行のふれあいネットシステムについて適正な運
用を図りました。
●現行システムの契約が平成28年度に終了すること
に伴い、関係部署と協議しながら次期システムに求
めるべき機能等を精査し、次期システムに係る導入
手続及び調達手続を行いました。

運用段階 計画通り  コンビニ交付サービスの導入に向け、システム構
築を行い、平成２８年１月２２日からコンビニ交付
サービスを開始した。

 コンビニ交付に係
るシステム構築及び
運用は、市民・こど
も局戸籍住民サービ
ス課にて実施。

運用段階 計画通り   一般社団法人地方税電子化協議会及びＡＳＰ
サービス事業者と連携し、年金特徴処理や国税デー
タの連携を含め、システムの適正な管理・運営を
行った。
 また、平成27年4月から電子納税システムの運用
を開始し、適正な管理・運営を行った。

推進段階 計画通り  インターネット公売を４回実施した。（内訳：動
産３回、不動産１回）

運用段階 計画通り  システムの円滑な運用のため、突発的に発生する
システム障害等に対して関係部署及び保守業者と綿
密な連携を図って復旧するなど迅速な対応を行うと
ともに、Webブラウザ現Ver（IE８）のサポート終
了に伴うWebブラウザ新Ver（IE11）に対応するた
めの影響評価及び必要な対応を実施しました。
 また、暗号アルゴリズム完全移行に対応するため
の新証明書検証サーバへの移行や利便性向上のため
のシステム改修（くじ対象者自動識別機能の追加）
を実施しました。
 なお、マイナンバー法施行に伴う法人番号への対
応を含め、次期機器更新に向けたシステムバージョ
ンアップ等については、システム開発元から情報収
集し引き続き検討を行います。

運用段階 計画通り

運用段階 計画通り

推進段階 計画通り

運用段階 計画通り

企画段階 計画通り

運用段階 計画通り

推進段階 計画通り

運用段階 計画通り

 川崎駅の東西自由通路に設置されている河川情報
表示板（国土交通省京浜河川事務所所管）とアゼリ
アビジョン（川崎アゼリア株式会社設置）といった
デジタルサイネージを通じて、通年にわたり、本市
の行政情報やイベント情報などを、タイムリーに広
く提供することができた。
 市政情報や暮らしと手続きに関する情報、川崎の
魅力などを川崎市ホームページからウェブアクセシ
ビリティに配慮しながら発信している。市で行われ
るイベントについては、トップページ上部に配した
ビジュアルエリアを活用して積極的にPRを行ってい
る。

 システムの円滑な運用のため、日常に発生する障
害等に対して関係部署及び保守業者と綿密な連携を
図って復旧するなど迅速な対応を行うとともに、政
府暗号アルゴリズムの移行ほか脆弱性が指摘された
各種インターネット通信に伴うセキュリティ対策を
迅速に実施しました。また、システムの更なる充実
に向けた改修やＯＳのサポート終了に伴い新ＯＳ等
に対応するための影響評価など整備を実施しまし
た。次期機器更新に向けたシステムバージョンアッ
プ等についてはシステム開発元から情報収集し引き
続き検討を行います。

 一般社団法人地方税電子化協議会及びＡＳＰサー
ビス事業者と連携し、年金特徴処理や国税データの
連携を含め、システムの適正な管理・運営を行っ
た。
 また、平成27年4月の電子納税システムの運用開
始に向けて、ＡＳＰサービス事業者等と調整を行い
ながら、総合試験を実施した。

 インターネット公売を１回実施したほか、平成２
７年３月までにインターネット公売を3回実施。（実
施内訳：動産２回、不動産１回）

●現行のふれあいネットシステムについて適正な運
用を図りました。
●不適正対策として平成24年度にカードの３年有期
限化を導入し、来年度からの有効期限終了に伴う
カード更新作業が発生するため、更新作業事務を確
定し、利用者への広報を開始しました。
●現行システムの契約が平成28年度に終了すること
に伴い、関係部署と協議しながら次期システムに求
めるべき機能等を精査し、次期システム構築基本方
針案を作成しました。

 コンビニ交付システム導入に向け、関係課との連
携により、システム構築の検討を踏まえ業務調書を
作成し、情報化調整委員会に諮るとともに、関連す
る予算要求を行った。
 また、マイナンバー推進委員会において、コンビ
ニ交付の利用促進策として、個人番号カードの交付
手数料の無償化及び広報手法等について検討を行っ
た。

 市ホームページ等で配信メニューや配信内容の周
知を図っている。各業務所管課にて作成した防災気
象情報や各区の情報など、パソコン向け22種、携帯
電話向け21種のメールマガジン・ニュースを配信し
ている。

 平成２１年３月に策定した「区役所と支所・出張所
等の窓口サービス機能再編実施方針」において、行政
サービス端末の利便性の向上を位置づけ、取扱い件数
が増加した段階での端末台数の拡大を行うこととして
いましたが、平成２２年２月に一部の自治体でコンビ
ニエンスストアのＫＩＯＳＫ端末を活用した証明書の
自動交付サービス(以下、「コンビニ交付」という。)
が導入されたことを受け、本市においてもコンビニ交
付の導入を検討することとなりました。

市民・こ
ども局

 市税収入の確保と収入率の向上を図るための徴収強
化策として、差押財産を換価するために執行する公売
については、広く買受人を募り、差押財産を高価有利
に売却する必要があることから、インターネットを活
用することにより、効果的かつ効率的な実施に努めて
います。

 本市ホームページは誰もが便利で快適に、市に関す
るさまざまな情報を入手できるメディアとして、ウェ
ブアクセシビリティに充分配慮したうえで、平成24年
10月に全面リニューアルを実施し、JIS X8341‐
3:2010における等級AAに準拠しています。
 今後についてもこの状況を維持し、さらには向上し

システム関
連

市民・こ
ども局

インター
ネット公売

財政局

区調整課

公共施設利
用予約シス
テム（ふれ
あいネッ
ト）

市民・こ
ども局

企画課

システム関
連

システム関
連

システム関
連

電子入札シ
ステム

財政局 契約課

税制課

システム関
連

システム関
連

その他

 川崎市電子調達システムは行政情報システムの一環
として平成15年度より一部稼動を開始し、現在、財政
局契約課で契約事務を行う市長事務部局及び上下水道
局の全案件において、本システムを利用しています。
電子調達システムによって、入札参加資格審査に始ま
り、案件情報の公表、入札・開札、落札結果の公表ま
で、市の発注する工事、業務委託、物品調達につい
て、一連の手続きをインターネット上で行うことがで
きます。

 地方税に関する申告などの手続きを、インターネッ
トを通じて行うことができる全国共通のシステムで
す。
 法人市民税や固定資産税（償却資産）の申告や、個
人市民税・県民税の給与支払報告書の提出などの手続
きが利用できます。
 公的年金からの個人住民税の特別徴収や、国税庁と
の所得税確定申告書のデータ連携も、このシステムの
一部として機能しています。

 市内のスポーツ施設や会議室等の公共施設の利用予
約や抽選申し込みをインターネット（PCや携帯電話）
や電話、各施設に設置した利用者端末から受付けると
ともに、施設の空き状況の照会等を行います。

ホームペー
ジの運用

広報課

地方税ポー
タルシステ
ム（エル
タックス）

財政局

証明書発行
拠点の拡充

収納対策
課

メール
ニュースか
わさき

記載もれのため。

 年２回予定している動産のイン
ターネット公売に加え、不動産の
インターネット公売を実施するこ
とから。

 川崎駅東西自由通路に設置されている大型映像装置
である河川情報表示板（西側）とアゼリアビジョン
（東側）を活用して川崎市の地域情報、イベント情報
等を掲出しています。

広報ビジョ
ンによる情
報提供

総務局 ブランド
戦略担当

その他

市民・こ
ども局

広報課  防災気象情報やニューストピックスかわさきなど、
市に関する緊急情報や地震情報などから、利用者の
ニーズに応じて、即時性のある情報を正確かつ適切に
配信します。
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

変更

現行

●未整理資料の整理
収蔵品一覧表の作成・入力
●facebook及びtwitterを活用した情報発
信
●公衆無線LANの整備及び導入・活用

●未整理資料の整理
収蔵品一覧表の作成・入力
●facebook及びtwitterを活用した情報発
信

変更

●未整理資料の整理
収蔵品一覧表の作成・入力
●facebook及びtwitterを活用した情報発
信

●継続

現行

●資料デジタル化推進
●展示、公開による活用
●研究者、マスコミ等、外部からの利用要
請への対応

●継続

変更

現行

●ホームページ、メールマガジン、地域
ポータルサイト、情報誌、資料コーナー等
の充実
●講演会、くらしのセミナー（出前講座）
の開催

●継続

変更

現行

●川崎生き物マップの運用及び生き物情報
の募集開始
●広報と普及啓発の実施

●川崎生き物マップの運用
●広報と普及啓発の実施

変更

現行

●PM2.5の注意喚起の自動化を検討 ●継続

変更

現行
●空間放射線量の測定結果のリアルタイム
の公表

●継続

変更

現行

●Q＆A及び先進的取組事例紹介の内容見
直し
●適宜、情報の追加、修正を実施

●適宜、情報の追加、修正を実施

運用段階 計画通り  計画通り運用

推進段階 計画通り ●エコ通勤・運搬フォーラムの周知及び結果報告
●条例の運用のための事例更新及び情報発信

運用段階 計画通り  川崎生き物マップの運用及び生き物情報の募集を
開始するとともに、適正かつ安定的な運用を行っ
た。
 また、川崎生き物マップの利用を促進するため、
報道機関への投げ込み、市有施設やイベント等での
チラシの配架、配布及び市立小学校理科教員等への
協力依頼等、広報及び普及啓発を実施した。

運用段階 計画通り  計画通り運用

運用段階 計画通り  スクラップブック・写真・映像・書籍などを中心
に、紙ベース資料の内容を精査し、分類・整理を行
いデジタル化を推進します。

推進段階 計画通り ●ホームページでは、いまどき相談事例や警戒情報
について定期更新したほか、消費者教育に資する教
材等の情報、さらに相談統計や各種イベント情報を
更新した。
●メールマガジンでは、「いまどき相談事例」を９
回、講演会、連続講座情報などの不定期配信を１０
回、計１９回の配信を行った（２月８日現在）。
●講演会では、ソフトバンク株式会社の協力によ
り、「初心者向けスマートフォン購入＆利用講座 
気をつけて便利に使おうスマートフォン 」を１１
月に開催し、スマートフォンのメリットやリスクに
ついての講演会及び、スマートフォンの操作体験を
実施し、基礎知識の普及を図った。

る。
 また、コンテンツ作成におけるウェブアクセシビ
リティの確保と情報品質の向上のため、階層別の職
員研修を計画的に実施している。

推進段階 計画通り ●館所蔵資料のうち平成27年度分として歴史・ポス
ター・映像等合計9,037点のデータ入力及び一覧表
の作成を行った。
●展覧会をはじめ当館での各種イベント、講座など
の事前告知及び実施状況について、ホームページと
は別にfacebook及びtwitterを活用して、即時性のあ
る情報発信を積極的に行った。

推進段階 計画通り

運用段階 計画通り

推進段階 計画通り

運用段階 計画通り

運用段階 計画通り

運用段階 計画通り

推進段階 計画通り

る。
 また、コンテンツ作成におけるウェブアクセシビ
リティの確保と情報品質の向上のため、階層別の職
員研修を計画的に実施している。

●未整理資料のうち平成年度分として歴史・ポス
ター・映像等合計6,740点のデータ入力及び一覧表
の作成を行った。
●展覧会をはじめ当館での各種イベント、講座など
の事前告知及び実施状況について、ホームページと
は別にfacebook及びtwitterを活用して、即時性のあ
る情報発信を積極的に行った。

 スクラップブック・写真・映像・書籍などを中心
に、紙ベース資料の内容を精査し、分類・整理を行
いデジタル化を推進します。

●ホームページでは、いまどき相談事例や警戒情報
について定期更新したほか、消費者教育に資する教
材等の情報、さらに相談統計や各種イベント情報を
更新した。
●メールマガジンでは、「いまどき相談事例」を８
回、事務所移転情報などの不定期配信を３回、計１
１回の配信を行った（１２月５日現在）。
●講演会では、ＮＴＴドコモ「ケータイ安全教室」
の協力により、「スマートフォン初心者講座 上手
に利用するために 」を11月に開催し、スマート
フォンのメリットやリスクについての講演会を開催
し、６０歳以上の方にスマートフォンの操作体験を
実施し、基礎知識の普及を図った。
 川崎生き物マップの運用及び生き物情報の募集を
開始するとともに、適正かつ安定的な運用を行っ
た。
 また、川崎生き物マップの利用を促進するため、
報道機関への投げ込み、市有施設やイベント等での
チラシの配架、配布及び市立小学校理科教員等への
協力依頼等、広報及び普及啓発を実施した。

市民・こ
ども局

大気環境情
報の提供

システム関
連

岡本太郎
美術館

環境調整
課

川崎生き物
マップ

岡本太郎美
術館の情報
発信

環境局

システム関
連

システム関
連

インターネット普及率の拡大など様々な社会情勢の変
化に伴い、高度化・複雑化していく消費生活問題に対
して、市民が安心して日常生活を営むことができるよ
う、消費者教育・啓発につながる様々な情報提供を継
続して実施します。情報の提供内容としては、消費生
活に関する知識や、最新の相談事例とそのアドバイ
ス、悪質商法・製品事故等の注意情報を、ホームペー
ジやメールマガジン、地域ポータルサイト（まいぷれ
川崎）から発信します。また、講演会や出前講座等の
イベント情報も併せて情報発信し、消費者被害の未然
防止を図ります。

 岡本太郎美術館は主要作品のほかに、スクラップ
ブック・写真・映像・書籍など膨大な関連資料を所有
しています。これらの資料のデジタル化を推進すると
ともに、データベース化を行ない広く閲覧可能なもの
とすることにより、文化活動の振興を図ります。

 計画通り運用

 市民ミュージアムがめざす姿の実現に向けた取組及
び取組推進の基盤づくりを進め、文化・芸術を活かし
たまちづくりの推進を図ります。
・市民ミュージアムが収蔵する２０万点を超える資
料・作品等について、その有効活用に向けて、収集資
料の整理とデータベース化を推進します。
・市民の情報取得手段が多様化する中、近年普及が進
むソーシャルメディアのひとつであるfacebook及び
twitterを活用し、積極的かつ効果的な情報発信を行い
ます。

 東日本大震災後に起こった福島原発事故の影響を把
握し、市民に迅速に空間放射線量を情報提供すること
で、市民生活の安全・安心を確保するため、南部、中
部、北部の３地点でモニタリングポストを設置し、測
定結果をホームページから発信しています。

 電子地図を活用して市内の生き物情報を募集し、投
稿された情報を電子地図上に掲載することで、身近な
場所に色々な生き物がいることや、そうした生き物が
生息・生育する自然環境があることに気づくきっかけ
づくりと市域の生物情報の蓄積を図ります。

 市民に迅速に大気環境情報の提供を行うために、環
境総合研究所において自動監視システムにより大気汚
染の状況を把握し、市ホームページからPM2.5を含む
測定値をリアルタイムに提供しています。さらに、テ
レビ神奈川のデータ放送においても、測定結果を情報
提供しています。
 また、光化学スモッグ注意報発令及びPM2.5の高濃
度予想による注意喚起の際は、健康被害の防止のた
め、防災無線、テレビ神奈川の地上デジタル放送・
メールニュースかわさき、ホームページにより、市民
及び関係機関に周知を行っています。

 今後についてもこの状況を維持し、さらには向上し
ていくために、ホームページの安定的運用及びウェブ
アクセシビリティ検証及び対策を実施していきます。

市民ミュー
ジアムの情
報発信

市民・こ
ども局

市内の空間
放射線量の
測定

環境局

経済労働
局

川崎市市
民ミュー
ジアム

システム関
連

環境対策
課、地域
環境・公
害監視課

環境局

川崎市消費
者行政セン
ターホーム
ページ

環境対策
課、地域
環境・公
害監視課

その他

環境局 交通環境
対策課

消費者行
政セン
ター

その他

その他エコ運搬
ポータルサ
イト

 「エコ運搬ポータルサイト」は、エコ運搬制度※に
係る様々な情報を掲載し、全国へ広く周知するために
開設されたサイトです。（※平成22年４月１日に施行
された制度で、市条例に規定されています。市内事業
者から全国の運送事業者や取引先の事業者にエコ運搬
の実施を要請し、その取組を促すことにより、全国か
ら川崎市に集まる貨物自動車からのNOx及びCO2削減

 公衆無線LANについて、当初は
単独での整備を予定していたが、
市域の公衆無線LAN環境の整備を
検討することを目的とした川崎市
公衆無線LAN環境整備検討委員会
が平成26年2月に設置され検討が進
められており、当館での整備及び
導入・活用に当たっても、検討結
果を踏まえて対応する必要がある
ため。

 計画通り運用

●エコ通勤・運搬フォーラムの周知及び結果報告
●条例の運用のための事例更新及び情報発信
●Q＆A及び先進的取組事例紹介の内容見直し
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

変更

現行

●排出事業者等向け電子マニフェスト説明
会の開催
●多量排出事業者等に対する立入検査時の
普及広報
●庁内から排出する産業廃棄物の処理にお
ける電子マニフェストの利用促進

●継続

変更

●排出事業者等向け電子マニフェスト説明
会の開催
●排出事業者等向け電子マニフェスト操作
研修会の開催
●多量排出事業者等に対する立入検査時の
普及広報
●庁内から排出する産業廃棄物の処理にお
ける電子マニフェストの利用促進

現行

●ポータルサイトの効果的な管理・運営 ●継続

変更

現行

●新救急医療情報システム開発・運用開始
●救急医療情報センターや救急医療体制、
知識など市民に対する広報を実施

●新救急医療情報システム運用
●救急医療情報センターや救急医療体制、
知識など市民に対する広報を実施

変更

現行
●感染症情報発信システムの効果的な運用
推進

●継続

変更

現行

●案内板の設置・運用 ●案内板の運用

変更

推進段階 計画通り  平成26年4月にＪＲ川崎駅東西自由通路上に案内
板を設置し、その後、適切な運用を図りました。

運用段階 計画通り  「かわさきのお医者さん」に登録する医療機関数
の増加やトップページにおける市民向け「お知ら
せ」欄の内容更新等を図り、安定的かつ円滑にシス
テムを運用した。
 当該システムや休日急患診療等に関するリーフ
レットの市内施設への配布や市政だよりへの掲載等
広報に努めた。

運用段階 計画通り  国内外における最新の感染症情報を迅速に発信す
るとともに、新たにシステム操作マニュアルを作成
し、広報用パンフレットとともに市内全医療機関へ
送付することで、システムの周知を図った。

推進段階 計画通り  多量排出事業者に対する立入検査時に普及広報を
実施した。
 また、平成２８年１月２８日に電子マニフェスト
説明会を実施し、平成２８年２月１８日・１９日に
庁内向け電子マニフェスト操作研修会を、平成２８
年３月９日に排出事業者向け電子マニフェスト操作
研修会を実施した。

運用段階 計画通り  環境技術情報を収集し、更新作業を行うなどホー
ムページの管理・運営を行った。

計画通り

運用段階 計画通り

運用段階

計画通り

推進段階

 4月からシステム開発をスタートし、8月市内医療
機関への調査票の送付・回答の回収、9月システムの
運用先である救急医療情報センター従事者への操作
方法等の周知、10月関係団体・庁内での周知を経て
11月1日に新システム運用開始の運びとなった。

 新たな機能として「学校・保育園等欠席者サーベ
イランス機能」を追加導入した。また、広報用パン
フレットを作成し、全医療機関等に発送することに
より、システムの周知を行った。

 平成26年4月にＪＲ川崎駅東西自由通路上に案内
板を設置し、その後、適切な運用を図りました。

計画通り

計画通り

システム関
連

その他

 電子マニフェスト（産業廃棄物管理票）説明会の開
催等により、排出事業者及び産業廃棄物処理業者に対
し、電子マニフェストへの加入を促すとともに、庁内
から排出する産業廃棄物について、電子マニフェスト
の利用の促進を図ります。

 多様な主体から発信される環境技術に関する情報を
集約した統合的窓口として環境技術情報ポータルサイ
トを管理・運営し、地図情報による情報の見える化
や、最新の環境技術関連情報を収集・発信することな
どにより、川崎の優れた環境技術情報を国内外に広く
発信し、環境技術による国際貢献を推進していきま
す。

運用段階

その他

システム関
連

事業推進
課

システム関
連

環境局 廃棄物指
導課

健康福祉
局

救急医療情
報サービス

健康福祉
局

環境局

デジタルサ
イネージに
よる情報提
供

環境技術情
報収集・発
信事業

感染症情報
発信システ
ムの運用推
進

電子マニ
フェスト

医療政策
推進室

市街地整
備推進課

まちづく
り局

健康安全
研究所

ら川崎市に集まる貨物自動車からのNOx及びCO2削減
を目指しています。）
 本サイトにより、エコ運搬に対する取組の実効性を
高めることを目的としています。

推進段階

 約４２万人（H19.11調査）が利用するＪＲ川崎駅東
西自由通路は、ミューザ川崎やラゾーナ川崎など、近
年の都市開発により、自由通路の利用者・待合者が増
加し、混雑が発生しています。その中で、本市の玄関
口である川崎駅の改札付近に案内板等が設置されてい
ないなどの現状を踏まえ、平成26年4月に案内板を設
置し、案内板の機能を補完する「駅周辺案内」や災害
情報等の提供や一時避難施設への誘導などの「情報発
信設備（災害対応）」の機能を有した「デジタルサイ
ネージ」を整備するものです。

 新たな感染症等発生時において、早期に適切な対応
を図るため、感染症情報発信システムによる迅速な情
報収集、高度な解析及び専門性の高い情報発信を行う
とともに、医療機関等との情報共有ネットワークの充
実に向けた取組を推進していきます。

 市民の救急時に対応するため、インターネット（か
わさきのお医者さん）による情報提供や「３６５日２
４時間」救急医療情報センターで電話による問い合わ
せなどに着実に対応できるよう運用していきます。

 環境省では、平成２５年１０月
に平成２８年度の電子マニフェス
ト普及率５０％を目標に掲げた
「電子マニフェスト普及拡大に向
けたロードマップ」を策定したこ
とを踏まえ、更なる普及促進が求
められているため。

 多量排出事業者に対する立入検査時に普及広報を
実施した。
 また、平成２７年１月２０日に電子マニフェスト
説明会を実施し、平成２７年２月下旬に排出事業者
向け電子マニフェスト操作研修会及び庁内向け電子
マニフェスト操作研修会を実施する予定である。

 環境技術情報を収集し、更新作業を行うなどホー
ムページの管理・運営を行った。
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

現行

●港湾関連手続きの電子申請化の推進
●港湾情報システムの適正な管理運営

●継続

変更

現行

●掲載内容の検討
●適宜のホームページ更新

●継続

変更

現行

●サイトの運営 ●継続

変更

現行

●中原区役所区民課番号表示（発券）シス
テムの運用

●継続

変更

現行
●平成２５年度中に導入計画の策定、プロ
ポーザルによる業者選定
●平成２６年度中システム導入

●システム運用

変更

現行

●「ホッとこそだて・たかつ」ホームペー
ジの情報の更新及び管理・運営

●継続

変更

現行

●ＡＳＰによるデータベース、ＷＥＢサイ
トの運用

●継続

変更

推進段階 計画通り  ホームページの内容について、関係機関・団体等
と連携しながら情報収集し、逐次修正・更新を行う
など、ホームページの管理・運営を行った。

推進段階 計画通り ＡＳＰによるデータベース、ＷＥＢサイトの運用を
行った。

運用段階 計画通り  現行システムの適正かつ安定的な運用を行うとと
もに、現行システムの微調整を行った。

運用段階 計画通り  平成２６年８月より稼動開始したシステムを継続
して運用。

推進段階 計画通り  区ホームページへの新着情報の掲載、既掲載情報
の必要に応じた修正等を適宜行っている。

推進段階 計画通り  現行システムの適正かつ安定的な運用を行った。
 サイト更新の操作に熟知した市民活動団体が、他
団体の補助を行う体制作りを行った。

運用段階 計画通り  港湾情報システムの一部改修を行い、本システム
の適正な管理運営を行いました。また、NACCSを利
用した港湾利用手続きの電子化を推進するため、当
該システムとの連携を継続して行いました。

 現行システムの適正かつ安定的な運用を行うとと
もに、現行システムの微調整を行った。

 8月より番号表示システムの稼動開始。
 発券機と窓口の番号を同一とすることにより大き
な混乱もなく運用を継続。

 ホームページの内容について、高津区子ども・子
育てネットワーク会議情報部会や関係機関・団体等
と連携しながら情報収集し、逐次修正・更新を行う
など、ホームページの管理・運営を行った。

ＡＳＰによるデータベース、ＷＥＢサイトの運用を
行った。

 港湾情報システムの一部改修を行い、本システム
の適正な管理運営を行いました。また、NACCSを利
用した港湾利用手続きの電子化を推進するため、当
該システムとの連携を継続して行いました。

 区ホームページへの新着情報の掲載、既掲載情報
の必要に応じた修正等を適宜行っている。

 現行システムの適正かつ安定的な運用を行うとと
もに、市民活動団体の利用促進のための研修会を
行った。

中原区役
所

保険年金
課

システム関
連

 来庁者の待ち時間の有効活用と窓口の混雑分散化を
図ることを目的に、番号表示システムを導入します。
システムの導入や運用経費は委託業者負担とします。

運用段階 計画通り

高津区役
所

中原区役所
区民課番号
表示（発
券）システ
ム

中原区役
所

区民課

地域振興
課

その他

システム関
連

 区民課で受付をしている転入・転出等の住所変更や
印鑑登録・国民健康保険/国民年金の切替手続及び各種
証明書発行などの窓口混雑状況を、携帯電話・スマー
トフォン・パソコンでリアルタイムに確認できるイン
ターネットサイト「中原区なう！」と来庁者の待ち時
間の有効活用と窓口の混雑分散化を目的とした番号表
示（発券）システムを連動して運用します。なお、番
号表示モニター及び情報発信モニターにより来庁者に
対し、地域広告情報及び行政情報を表示・放映しま
す。

運用段階 計画通り

中原区役所
保険年金課
番号表示
（発券）シ
ステム

港湾情報シ
ステム

高津区ふる
さとアーカ
イブ事業

「ホッとこ
そだて・た
かつ」によ
る情報発信

幸区安全・
安心まちづ
くりホーム
ページ

中原区民交
流センター
公式サイト
「Ｗｅｂな
かはらっ
ぱ」

中原区役
所

 川崎港では、港湾関連手続きの電子申請化への取組
みとして、ＮＡＣＣＳ※に対応し、電子申請化を推進
しています。現在、川崎港への電子申請は「入出港
届」「係留施設等使用許可申請」「入港料減免申請」
「港湾施設（上屋・荷さばき地）使用許可申請及び完
了届（一般利用）」「船舶給水施設使用許可申請」
「船舶運航動静等通知」の6手続きが対象となってお
り、一部手続きでは「ファイル申請」機能を利用する
ことができます。
 また、港湾局独自の業務電算処理システムである港
湾情報システムとＮＡＣＣＳを接続・連携させ、相互
にデータの送受信を行うなど、業務担当者は港湾情報
システムを活用して、電子申請のデータ処理を行って
います。
※ ＮＡＣＣＳ…入出港する船舶や港湾施設の利用な
ど港湾関連手続きの関係行政機関に対する手続きなど
をオンラインで処理するシステム。

運用段階

高津区役
所

システム関
連

誘致振興
課

その他

こども支
援室

計画通り危機管理
担当

推進段階

推進段階 計画通り

 区民が安心して暮らせるまちの実現をめざし、地域
住民と警察署、消防署その他関係団体と連携を取りな
がら、「幸区安全・安心まちづくり推進協議会」を中
心に様々な取組みを行います。その中で、ホームペー
ジから活動の一部を紹介したり、犯罪関連の情報提供
を行うことで、防犯意識の高揚を図り、安全かつ安心
して暮らすことのできるまちの実現に寄与します。

港湾局

幸区役所

その他企画課

その他

推進段階 計画通り

計画通り

 妊娠から就学までの、出産、育児など、子育て全般
に関する情報や子育て施設等を「ホッとこそだて・た
かつ」ホームページを通じて提供し、育児不安の解消
や身近な相談窓口の周知などにより、安心して子育て
ができる環境整備を行い、子育て世代を支援します。

推進段階 計画通り 平成２３年度に策定した「高津区ふるさとアーカイ
ブ基本構想」に基づき、収集した古写真及び周辺資料
を管理・活用するために、デジタルデータベース「高
津区ふるさとアーカイブ」及びWEBサイト「高津区ふ
るさとアーカイブ」を運用する。整備、運用にあたっ
てはASPを活用する。

 中原区の市民活動団体の交流と支援の拠点となる
「中原区民交流センター」の公式サイトであり、中原
区における市民活動団体（中原区民交流センター登録
団体）に関する情報を市民活動団体が自ら発信するこ
とや、市民の市民活動への参加を促すことを目的にし
ています。
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

現行

●地域情報と行政情報の発信
●市民交流の促進

●継続

変更

現行

●子育てホームページの新規開設及び更
新・管理

●子育てホームページの更新・管理

変更

●子育てホームページの新規開設及び更
新・管理
●SNSを活用したこども子育て情報の発信

●子育てホームページの更新・管理
●SNSを活用したこども子育て情報の発信

現行

●多摩区子育てWEBのデータ更新・運営 ●継続

変更

現行

●あさお区民課窓口情報発信システムの運
用

●継続

変更

現行

●事業・イベントなどＩＴを活用した広報
の継続実施

●継続

変更

現行
●利用促進に向けたＰＲなど普及啓発活動 ●継続

変更

現行
●表示器の増設・更新
●サーバの更新

●表示器の増設

変更

運用段階 計画通り ●表示器の増設

推進段階 計画通り  子育てに関する情報やイベント等の情報を収集
し、ホームページで「ちびっこ（旧子育て）カレン
ダー」「小中学生イベントカレンダー」に整理して
提供しました。
 また、本市と富士通との包括協定に基づくオープ
ンデータの利活用の取り組み「あさお子育てポータ
ル」を、平成２７年１ ２月の実証実験から継続し
て運用し、子育てに役立つ情報を的確かつタイム
リーに提供しました。

運用段階 計画通り ●交通系ＩＣカードでの利用件数は前年同月比で約
５％増加しています。
●ＩＣ１日乗車券のＰＲポスターを市バス全車両に
掲示予定

推進段階 計画通り  子育てWEBの全体更新2回、他随時詳細更新20
回、実施した。

運用段階 計画通り  現行システムの適正かつ安定的な運用を行うとと
もに、専用のホームページから混雑情報をリアルタ
イムで発信し、また、システムから抽出した来客者
数等の情報を職員間で共有し、混雑緩和につなげ
た。

推進段階 計画通り  随時、区内の様々な地域情報と行政情報を発信
し、古くなっている情報について更新を行った。宮
前区イベントカレンダー「歳時記みやまえ」につい
ては、紙ベースとインターネットによる一体的な情
報発信を実施した。「ぐるっとみやまえ」は運営会
社のコンテンツということもあり、自主的な取組を
進めている。
 ポータルサイトの取組に加え、庁舎内の総合案内
板を活用した動画による行政情報の発信や、区内バ
ス停に貼付した二次元コードから区ホームページに
誘導して地域資源への案内を行う取組など、更に効
果的な情報発信に向けた取組を実施するとともに、
地域の事業者と連携した取組についても調整・検討
を進めた。

推進段階 計画通り ●官民協働地域ポータルサイト「宮前ぽーたろう」
内に開設したＷＥＢ版みやまえ子育てガイド「とこ
とこ」について、子育て支援イベント等を通じて認
知度の向上と活用の促進を図り、継続的かつ効率的
に子ども・子育て情報を発信した。また、利便性・
魅力度のさらなる向上に向けたカスタマイズを実施
した。
●SNS(Facebook及びTwitter)を活用したこども子育
て情報の発信を行った。

運用段階 計画通り

運用段階 計画通り

 随時、区内の様々な地域情報と行政情報を発信
し、古くなっている情報について更新を行った。宮
前区イベントカレンダー「歳時記みやまえ」につい
ては、紙ベースとインターネットによる一体的な情
報発信を実施した。「ぐるっとみやまえ」は運営会
社のコンテンツということもあり、自主的な取組を
進めている。

●官民協働地域ポータルサイト「宮前ぽーたろう」
内に宮前区子育て情報ページを新規に開設した。
●SNS(Facebook及びTwitter)を活用したこども子育
て情報の発信を行った。

区民課

 子育てWEBの全体更新２回、他随時詳細更新５
回、実施した。

 現行システムの適正かつ安定的な運用を行うとと
もに、専用のホームページから混雑情報をリアルタ
イムで発信し、また、システムから抽出した来客者
数等の情報を職員間で共有し、混雑緩和につなげ
た。

 区ホームページで、子育てに関する情報やイベン
ト等の情報を提供しています。
また、本市と富士通との包括協定に基づくオープン
データの利活用の取り組みとして、子育て支援情報
の発信の実証実験を行いました。（平成２７年１月
 平成２７年２月）

●平成26年4月1日付け料金改定時にＩＣカード運賃
を導入したことにより、交通系ＩＣカードでの利用
件数は前年同月比で約１０％増加しています。
●ＩＣ１日乗車券のＰＲポスターを市バス全車両に
掲示予定
●表示器の増設・更新
●サーバの更新

麻生区役
所

効果的な地
域情報の発
信

推進段階

交通局

その他

システム関
連

 ＰＡＳＭＯ（パスモ）やＳｕｉｃａ（スイカ）と
いった交通系ＩＣカードを市バスで利用することがで
きます。また、ＩＣカードの機能を生かした乗車券
（定期券等）を発売しています。

計画通り

推進段階

 子ども・子育てに関する区内の情報を収集・整理
し、ホームページを活用して情報を発信します。具体
的には、地域子育て支援センターやこども文化セン
ターのイベント情報は「子育てカレンダー」「小中学
生イベントカレンダー」、また子育てに関する情報は
「麻生区の子育て支援情報」、小中学生向けには「麻
生区きっずページ」等により情報を提供していきま
す。

運用段階 計画通り

推進段階 計画通り麻生区役
所

こども支
援室

管理課 システム関
連

 リアルタイムで市バスの運行情報（停留所での到着
予測時刻や目的地までの予測時刻など）や時刻表をパ
ソコンまたは携帯電話から閲覧することができます。
また、一部の停留所においては、表示器を設置して、
運行情報を提供しています。

ホームペー
ジによる子
ども・子育
てに関する
情報の提供

バス運行情
報提供シス
テム（市バ
スナビ）

多摩区子育
てＷＥＢ

宮前区子育
て情報ホー
ムページ

あさお区民
課窓口情報
発信システ
ム

交通系ＩＣ
カード乗車
券（ＰＡＳ
ＭＯ）

多摩区役
所

宮前区役
所

こども支
援室

その他こども支
援室

その他

企画課宮前区役
所

その他

 インターネットを活用した情報発信を充実させるた
め、宮前区子育て情報ホームページを外部サーバー方
式により新規に開設します。
 なお、サイトの開設にあたっては、既存の官民協働
地域ポータルサイトの活用による経費の縮減、区の子
育て団体との連携強化による情報収集体制の構築な
ど、事業の効率的かつ効果的な推進に留意するととも
に、視覚効果などにおいて外部サイトの利点を生かし
た子育て世代への訴求力向上に努めます。
また、子育て世代にも身近な媒体として近年普及が進
むソーシャルメディアであるFacebook及びTwitterを
活用し、効率的かつ効果的にこども子育て情報を発信
します。

 親の育児不安の軽減及び地域子育て支援体制へつな
げる機会として、子育て家庭のニーズに応じて様々な
子育て支援に関する情報について、「催し」「育児サ
ポート」などテーマ別に体系化したうえで、NPO等の
地域情報も含めて子育て支援情報を掲載したホーム
ページを運営します。

推進段階 計画通り

計画通り

 受付番号発券機等の導入により、来庁した市民が発
券した番号札のQRコードを携帯電話で読み取ったり、
専用のホームページにアクセスすることで、外出先や
自宅にいながらリアルタイムに呼出番号や待ち人数を
確認することができます。また、お渡し窓口での呼出
番号を「番号表示機」のモニターに分かりやすく表示
するとともに、モニターを通じて行政情報などの発信
を行います。

 平成26年度からSNS
(Facebook、Twitter、YouTube)
を活用したこども子育て情報の発
信を開始したため。

 宮前区地域ポータルサイト「みやまえぽーたろう」
は、川崎市情報化基本計画における地域ポータルサイ
トの計画に基づき、宮前区がモデルとして選定され、
平成18年度に立ち上がったサイトです。区内の様々な
地域情報と行政情報を同時に発信しており、登録した
人が地域情報や活動情報を書き込める「まいぷれ広
場」や「コミュニティ」により市民交流の促進を図る
とともに、地域の情報発信を区民自らが行うコンテン
ツ「ぐるっとみやまえ」の充実、歳時記みやまえPDF
データの配信、などにより地域の魅力を発信すること
でふるさと意識の醸成へと繋げています。

システム関
連

交通局 運輸課
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

現行

●検討・構築 ●運用・検証

変更

現行

●e‐ラーニングシステム化の検討 ●e‐ラーニングを活用した救命講習の実施

変更

●事業委託先によりe‐ラーニングを活用し
た救命講習の検討

現行

●消防指令システム及び消防情報管理シス
テム更新に向けた基本計画等作成

●システム更新に向けた準備
●消防指令システムと消防情報管理システ
ムとのデータ連携に係る中間サーバ更新

変更

●システム更新に向けた準備

現行

●調査・研究のためのインターネット検索
用パソコンの提供とパソコン利用スペース
の整備（各区図書館）

●継続

変更

現行

●新たな仕組みによる全市的な生涯学習情
報提供のスタートとふれあいネット生涯学
習情報システムの収束に向けた調整

●全市的な生涯学習情報提供の充実とふれ
あいネット生涯学習情報システムの収束に
向けた調整

変更

現行

●新規受入資料分のICタグ購入 ●継続

変更

運用段階 計画通り  平成25年度に実施された機器の入れ換えにより、
図書館総合システムは安定稼動を継続しています。
また、同時に各図書館に導入された資料の不正持出
防止装置・自動貸出機等の利用によって、資料管理
の適正化・貸出返却処理の迅速化が実現されまし
た。
 小中学校図書館との連携も継続しており、特別支
援学校図書室についてもシステム連携の環境を整備
し、データの入力等が実施されています。

運用段階 計画通り  設置環境等、概要に変更はなく、各図書館におい
て変わらずサービスを提供しています。
 サービスの内容については、地区図書館で新聞
データベースなど３つのデータベースと国立国会図
書館デジタル化資料送信サービスの提供、中原図書
館ではその他さらに８つのデータベースを提供して
います。

運用段階 計画通り  現行の「ふれあいネット生涯学習情報システム」
を運用しながら、それに替わる新たな情報収集・提
供の場を生涯学習財団が開発し、財団のホームペー
ジ上で運用をはじめた。
「ふれあいネット生涯学習情報システム」からの
データ移行の方法・手順について検討を進めた。

企画段階 やや遅延  応急手当講習を受講しやすい環境の整備を図るた
め、他都市の実施状況等を調査し、検討を行った。
関係部局との調整の中で川崎市ホームページでの公
開は難しいと判断されたことから、外部サーバーに
コンテンツを設置することを検討しているほか、応
急手当講習事業の段階的な外部委託化に取り組んで
います。

企画段階 計画通り  昨年度作成した基本計画を基に、消防指令システ
ム及び消防情報管理システムの更新に向けた調整を
各レビューにおいて実施し、予算要求を行った。

運用段階 計画通り  他都市の公開状況を調査しつつ、本市ホームペー
ジにおける、遷移及びデザインを決定するととも
に、ＣＭＳ（コンテンツ管理システム）により製作
し、救急の日（平成２７年９月９日）に公開するこ
とができた。また、救急受診ガイドリーフレットを
作成し、区役所等で配布するなど、市民に向けての
周知を行った。

計画通り

企画段階 計画通り

運用段階 計画通り

設計・開
発段階

やや遅延

企画段階 計画通り

企画段階 計画通り

 他都市の状況を調査しつつ、検討を行った。医学
的見地から担保を取る必要があり、内容について年
度末に開催予定の川崎市救急業務検討委員会での審
議に向けた準備を進めている。

 応急手当講習を受講しやすい環境の整備を図るた
め、他都市の実施状況等を調査し、検討を行った。
関係部局との調整の中で川崎市ホームページでの公
開は難しいことから、外部サーバーにコンテンツを
設置することを検討している。また、応急手当講習
事業自体を外部委託することで予算要求を行ってい
る。

 現行システムの運用上の様々な課題や利用者ニー
ズの把握等を実施し、平成２８年度・２９年度のシ
ステム更新に向け、基本計画を策定した。

 設置環境等、概要に変更はなく、各図書館におい
て変わらずサービスを提供しています。
提供サービスの内容においては、承認を受けた図書
館でのみ実施できる国立国会図書館のデジタル資料
の利用について申請し、利用者用インターネット端
末でサービスの提供を開始するなど、さらなる充実
に努めています。

 現行の「ふれあいネット生涯学習情報システム」
を運用しながら、それに替わる新たな情報収集・提
供の場を生涯学習財団のホームページ上に構築をは
じめた。また、データベース・システムの構築に向
けた検討を進めた。

 平成25年度に実施された機器の入れ換えにより、
図書館総合システムは安定稼動を継続しています。
また、同時に各図書館に導入された資料の不正持出
防止装置・自動貸出機等の利用によって、資料管理
の適正化・貸出返却処理の迅速化が実現されまし
た。
 小中学校図書館との連携も継続しており、特別支
援学校図書室についてもシステム連携の環境を整備
し、データの入力等が実施されています。

運用段階

 利用者が検索・閲覧できるインターネット端末を各
地区図書館に設置しています。図書等の紙資料では得
ることが難しい情報も、各種ホームページや商用デー
タベース等の電子情報で提供することにより、市民活
動や生涯学習がより充実したものとなります。また一
部の図書館では無線ＬＡＮの装置を設置し、利用者が
持ち込みパソコンからインターネットを利用できる環
境を整備しています。

 中間サーバのリース期限が平成
28年3月31日のため、中間サーバ
の更新を平成29年度以降とした。

 応急手当講習事業自体を外部委
託する方針となったことから。

教育委員
会

 市民の生命や財産を守るためのセーフティネット
ワークの窓口である消防指令センターの指令管制能力
の充実強化を図るため、その中枢システムである消防
指令システムを更新すると同時に各種情報を集中管理
している消防情報管理システムの更新時期を合わせ、
消防局のシステム全体の安定稼働と処理能力の向上、
機能・連携強化に向けた取組を推進します。

 救急搬送人員のうち、軽症傷病者者の割合は約６割
を占めているため、本来の緊急を要する重症傷病者の
救急搬送への影響を及ぼし、結果として救命効果の低
下が懸念されます。軽症傷病者が多い一因として「傷
病の緊急性が判断できない」ことから安易な救急要請
につながっていることが考えられます。
 川崎市救急医療情報センターへの医療機関問い合わ
せの増加等、需要の高まりを背景として、インター
ネット等の利便性の高い方法により、軽症傷病者に対
して情報を提供する必要が高まってきました。
 このことから、傷病の緊急性や医療機関受診の必要
性を市民自ら判断を助けるツールとして救急受診ガイ
ド（仮称）を作成し、川崎市ホームページ上で公開す
るものです。

 生涯学習に関する情報を広く市民へ提供するため、
「ふれあいネット生涯学習情報システム」において、
講座や催し物の情報、サークルや指導者の情報等を提
供しています。平成２６年度以降は、利用者の利便性
の観点から、ふれあいネットシステムの中での情報提
供ではなく、より情報を閲覧・検索しやすいホーム
ページでの提供方法を構築していきます。

救急受診ガ
イド

消防局 救急課

図書館にお
ける市民向
けインター
ネット環境
の整備

生涯学習情
報の提供

教育委員
会

システム関
連

 総務省消防庁では国民のニーズに応じ、応急手当講
習の受講機会の拡大を図るため平成２３年８月に「応
急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱」の一
部を改正しe‐ラーニングを活用した講習を推奨してい
るところです。
 本市においても、インターネット（e－ラーニング）
上で救命講習の座学（６０分）を受講し、後に実技講
習（１２０分）を受講すれば普通救命講習（１８０
分）を修了したものとすることで、より講習を受けや
すい環境整備を図っていきます。

応急手当講
習のＷＥＢ
講習

消防局 救急課

システム関
連

システム関
連

消防指令シ
ステム及び
消防情報管
理システム

システム関
連

消防局 指令課

中原図書
館

システム関
連

 市立図書館では、平成24年度に中原図書館を移転・
開館し、これに合わせてICタグを利用した図書館シス
テムの構築を行いました。平成25年度には各図書館の
機器の入れ換えを行うとともに、各図書館に資料の不
正持出防止装置や自動貸出機を導入しています。
これらの利用により、貸出返却処理の迅速化、不正持
ち出しの防止、図書館サービスのセルフ化、新中原図
書館での自動書庫による効率的な収蔵を実現します。
 また、小学校・中学校図書館と同様に、特別支援学
校の図書館の電算化を行っていきます。

生涯学習
推進課

図書館総合
システムの
構築

教育委員
会

中原図書
館

システム関
連
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

現行

●コンピュータ室等機器整備（入替）及び
次世代型ＩＣＴの導入（小学校）

●コンピュータ室等機器整備（入替）及び
次世代型ＩＣＴの導入（中学校）
●普通教室用コンピュータ機器整備（入
替）
●センター環境コンテンツ等整備

変更

現行
●システムの運用 ●継続

変更

現行

●川崎市地域包括ケアシステムポータルサ
イトの開発
●川崎市地域包括ケアシステムポータルサ
イトの運用・保守

変更

 地域包括ケアシステムに関する取組やイベントな
どの情報発信や保健医療・介護・福祉等に係わる多
様な主体が、情報の共有や意見交換等を通じた連携
を図り、本市における地域包括ケアシステムの構築
を推進することを目的とした「地域包括ケアシステ
ムポータルサイト」を開発し、１２月にプレ稼動、
３月に本格稼動を実施した。

システム関
連

 川崎市における地域包括ケアシステムに関する情報
を広く市民の方に発信するとともに、保健医療・介
護・福祉等に係わる多様な主体が、情報の共有や意見
交換を行うなど包括的・継続的なケアの提供に向けた
連携を促進することで、地域包括ケアシステムの構築
を推進します。

運用段階 計画通り   当該システムを活用しながら、プラネタリウム観覧
券の迅速な発行・適正な管理を実施しました。

設計・開
発段階

計画通り

推進段階 計画通り  中学校50校のコンピュータ等の機器の入替を行
い、タブレット型コンピュータ20台の整備が完了し
た。
 授業での効果的なICT活用をめざした研修を、カリ
キュラムセンターや小学校情報教育研究会と共同し
て行った。

推進段階 計画通り

運用段階 計画通り

 小学校34校のコンピュータ等の機器の入替を行
い、全小学校にタブレット型コンピュータ10台の整
備が完了した。
 授業での効果的なICT活用をめざした研修を、カリ
キュラムセンターや小学校情報教育研究会と共同し
て行った。
  当該システムを活用しながら、プラネタリウム観覧
券の迅速な発行・適正な管理を実施しました。

教育委員
会

青少年科
学館

システム関
連

教育委員
会

その他情報・視
聴覚セン
ター

川崎市地域
包括ケアシ
ステムポー
タルサイト

健康福祉
局

地域包括
ケア推進
室

教育の情報
化推進

川崎市青少
年科学館プ
ラネタリウ
ム予約発券
システム

 教育における情報化の方向性を明確にする目的で策
定した「川崎市教育の情報化推進計画」をもとに、児
童生徒の確かな学力育成のため、ＩＣＴを活用した分
かりやすい深まる授業の推進を図ります。

 平成２４年４月、青少年科学館のリニューアルと同
時に稼働した、プラネタリウム観覧券の発行・管理シ
ステムです。
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

２ 産業振興とシティセールスを促す情報化

現行

●様々なメディアの活用による魅力情報の
市内外への発信
●情報の多言語化等による海外への情報発
信
●民間活力と連携したイメージアップ施策
の展開

●継続

変更

現行

●ホームページの内容充実 ●継続

変更

現行

●海外展開ニーズを有する川崎市内企業の
情報発信

●継続

変更

現行
●市内環境技術・製品等の情報発信・ビジ
ネス支援

●継続

変更

現行

●インターネット上に、市内の基盤技術産
業をはじめとする、ものづくりの成果を公
開し、全国に向けて情報発信。
●掲載企業を増やすための取材及び編集・
機能改善を委託実施。

●継続

変更

現行

●川崎ものづくりブランドの募集・審査・
認定（５件）及び認定式の開催
●展示会への出展、新聞・メディアによる
認定品の情報発信
●産業振興財団等の支援機関と連携した認
定品の販路支援
●インターネットサイトを運営する民間企
業と連携した認定品の販路支援
●認定品の庁内関係局への情報提供及び活
用に関する検討

●継続

変更

現行
●本市の立地優位性や市内産業集積地等の
情報発信。

●継続

変更

現行

●中小企業の経営支援と人材育成及び、中
小企業の技術の高度化、新分野進出、人材
育成等を支援するため、各種セミナー、研
修等を開催

●継続

変更

●訪問調査等によるデータベースの追加・
更新
●受発注商談会の開催
●データベースBOOKの発行

●継続

運用段階 計画通り ●市内中小企業の訪問調査を実施してデータベース
登録企業の追加・更新を行い、受発注の促進など
データベースを活用していただくための運用を行っ
ている。
●システム老朽化対応として、サーバーの外部化を
行った。

推進段階 計画通り ●川崎ものづくりブランドの募集・審査を行い、１
０件の認定を行った。
●展示会への出展、新聞・メディアによる情報発信
や、支援機関、インターネットサイトを運営する民
間企業と連携した認定品の販路支援を行った。併せ
て、庁内関係局に認定品に関する情報提供を行い、
庁内活用を促進した。

推進段階 計画通り  本市の企業立地における「融資制度」、「助成制
度」、「立地環境」、「関連機関」について、掲載
されている情報やリンクを最新の内容に修正し、本
市の立地優位性をアピールするための運用を行って
いる。

推進段階 計画通り  エコタウンに限らず、本市全体の環境技術・製品
等について、川崎国際環境技術展を始めとする展示
会、イベント等を通じて国内外への発信を行った。

推進段階 計画通り  新規企業の掲載や、既存掲載企業のデータ更新な
どを実施し、ホームページの管理・運営を行った。

推進段階 計画通り  文化イベントや史跡や伝統行事などの文化資源、
文化施策等について情報提供を行うなど、ホーム
ページの管理・運営を行った。

推進段階 計画通り ●平成２６年度までに５０社の企業情報を掲載して
いる。
●平成２７年度は、新たに１５社程度の企業情報を
取りまとめ、英語及び中国語に翻訳した上で、日本
語を含めた３か国語の情報をホームページに掲載し
た。

推進段階 計画通り  本市が持つ多彩な魅力に関する情報を、広告出稿
や市広報番組を通じて市内外に発信したほか、テレ
ビの街歩き番組や雑誌からの画像提供依頼等メディ
ア取材に積極的に協力した。
 また、平成24年度から運用しているTwitter
（kawasaki_pr）、youtube(川崎市チャンネル）を
活用し、インターネットを通じた情報発信を恒常的
に行った。なお、海外への情報発信施策としては、
羽田空港を利用する訪日外国人向けに京急川崎駅周
辺の観光情報をＰＲするガイドブックを作成した。
 イメージアップ事業認定制度では、６事業を認定
し、民間の企画を応援する形でのシティプロモー
ション活動を進めている。
 また、平成27年3月に策定した「川崎市シティプ
ロモーション戦略プラン」に基づき、「シティプロ
モーション推進実施計画」を策定した。

運用段階 計画通り

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

企画段階 計画通り

推進段階 計画通り  本市が持つ多彩な魅力に関する情報を、広告出稿
や市広報番組を通じて市内外に発信したほか、テレ
ビの街歩き番組や雑誌からの画像提供依頼等メディ
ア取材に積極的に協力した。
 また、平成24年度から運用しているTwitter
（kawasaki_pr）、youtube(川崎市チャンネル）を
活用し、インターネットを通じた情報発信を恒常的
に行った。なお、海外への情報発信施策としては、
中国等の現地PR会社を活用した川崎国際環境技術展
の情報発信などを予定している。
 イメージアップ事業認定制度では、８事業を認定
し、民間の企画を応援する形でのシティセールス活
動を進めている。
 外部識者による懇話会や庁内検討会議を開催し、
「川崎市シティセールス戦略プラン」の改定作業を
行っている。

 文化イベントや史跡や伝統行事などの文化資源、
文化施策等について情報提供を行うなど、ホーム
ページの管理・運営を行った。

●平成２５年度までに２７社の企業情報を掲載して
いる。
●平成２６年度は、新たに２０社程度の企業情報を
取りまとめ、英語及び中国語に翻訳した上で、日本
語を含めた３か国語の情報をホームページに掲載し
た。

 来年度以降の情報発信・展開について企画してい
る段階。

 「事業の概要」と「スケジュー
ル」の記載内容を合致させるた
め、変更を行うもの。

 新規企業の掲載や、既存掲載企業のデータ更新な
どを実施し、ホームページの管理・運営を行った。

●川崎ものづくりブランドの募集・審査を行い、９
件の認定を行った。
●展示会への出展、新聞・メディアによる情報発信
や、支援機関、インターネットサイトを運営する民
間企業と連携した認定品の販路支援を行った。併せ
て、庁内関係局に認定品に関する情報提供を行い、
庁内活用を促進した。

 本市の企業立地における「融資制度」、「助成制
度」、「立地環境」、「関連機関」について、掲載
されている情報やリンクを最新の内容に修正し、本
市の立地優位性をアピールするための運用を行って
いる。

●市内中小企業の訪問調査を実施してデータベース
登録企業の追加・更新を行い、受発注の促進など
データベースを活用していただくための運用を行っ
ている。
●システム老朽化対応として、サーバーの外部化を
行った。

都市イメー
ジの向上を
図る戦略的
な情報発信

総務局 ブランド
戦略担当

その他

その他

文化芸術資
源の活用と
情報発信

市民・こ
ども局

市民・こ
ども局市
民文化室

その他

川崎市海外
ビジネス支
援センター
ホームペー
ジ

経済労働
局

国際経済
推進室

環境調和型
まちづくり
（エコタウ
ン）

経済労働
局

国際経済
推進室

その他

 ホームページ上で市内企業の見本市を開催し、もの
づくり技術をPRすることにより、製品の販売促進を支
援します。実施にあたっては、新たなコンテンツの追
加やシステム構成の見直しに留意しながら、出展する
企業の充実を進めていきます。

その他

工業振興
課

その他

Ｗｅｂかわ
さき製品見
本市

経済労働
局

工業振興
課

かわさき工
場立地情報

経済労働
局

工業振興
課

川崎ものづ
くりブラン
ド

経済労働
局

かわさき
データベー
ス

経済労働
局

システム関
連

その他  企業進出に関する支援制度や、市内産業集積エリア
の企業立地や立地環境情報を発信し、本市の立地優位
性をアピールし、さらなる産業集積を促進します。

 川崎市の産業資源である基盤的技術等のモノづくり
技術を活用するため、市内中小企業製造業事業者を
データベース化した検索サイトを運営し、企業情報を
ホームページで提供するとともに、電子掲示板やメー
リングリストの運営をしています。

工業振興
課

市内中小製造業の技術力をブランド化し、ものづくり
都市としてのイメージアップを図るとともに、中小企
業の販路開拓や取引拡大を支援することにより、もの
づくり産業の活力向上を目指します。具体的な取組と
しては、商工会議所と連携して、市内中小製造業が開
発したオンリーワン製品・技術を「川崎ものづくりブ
ランド」として認定し、国内外に情報発信するととも
に、インターネットや展示会への出展などを通じて販
路拡大を支援します。

 公害問題に取り組む経験等で培われた環境汚染対策
や製造工程に組み込まれた省エネ技術等、川崎市内の
優れた環境技術・製品等の情報をデータベース化し、
川崎国際環境技術展を始めとする展示会、イベント等
で国内外への発信を行っています。

 市内の史跡や伝統行事、文化イベントの情報等をイ
ンターネットを通じて地域内外に積極的に発信するこ
とにより、市民が市内の文化資源に触れたり文化活動
に参加する機会を提供するとともに、川崎市の魅力を
市内外に発信し、シティセールスの推進や地域におけ
る文化芸術活動の振興を図ります。

 市内企業の海外展開に係るワンストップサービスの
一環として、海外からのビジネスマッチングを希望す
る顧客に向けた情報発信を行うため、海外展開を希望
する市内企業の情報をリスト化して、川崎市海外ビジ
ネス支援センター※のホームページ上に掲載します。
※ 略称「ＫＯＢＳ（コブス）」Kawasaki city
Overseas Business Support center

 本市都市イメージの向上に向けて、様々なメディア
の効果的な活用、メディアリレーションの構築による
情報発信力の強化などを行いながら、積極的なパブリ
シティ活動を展開し、「産業（研究・開発）」「芸
術・文化」「スポーツ」「自然」などといった本市の
魅力情報を市内、国内外へ効果的・効率的に発信しま
す。また、市民や民間の事業者・団体などが実施する
本市のイメージ向上につながる事業を認定し支援する
「川崎市イメージアップ事業認定制度」により、様々
な機会で川崎の魅力の発信を民間事業者等とも連携し
て取り組んでいきます。
 平成１７年３月に策定した「川崎市シティセールス
戦略プラン」が計画期間の１０年目を迎えることか
ら、平成２６年度中の改定に向けた取組を進めます。
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

現行

●中小企業の技術の高度化、新分野進出、
人材育成等を支援するため、各種セミ
ナー・研修会等を開催

●継続

変更

現行

●川崎・登戸駅における観光情報端末、観
光協会ホームページ、外国語版ホームペー
ジによる情報発信

●継続

変更

現行
●ホームページの公開とコンテンツデータ
ベースの管理

●継続

変更

現行

●クリエイターと市内事業者によるコンテ
ンツ活用研究会の実施
●知的財産に関するセミナーの開催
●川崎コンテンツ産業フォーラムの開催
●ガイドブックの活用による、市内事業者
のクリエイター活用の促進

●継続

変更

現行
●かわさきガラス祭の開催 ●継続

変更
●事業廃止

現行
●ホームページなどを活用した企業との連
携による情報発信、普及啓発の推進

●継続

変更

現行

●コンテンツ作成
●端末導入の準備・設置

●追加コンテンツ作成

変更

現行
●ホームページのリニューアル
●ホームページの情報更新

●ホームページの情報更新

変更

現行

●「しんゆり・芸術のまち」ホームページ
の改訂及び運用開始

●継続運用、随時見直し

変更

現行
●ホームページの作成
●ホームページの管理・運営

●ホームページの管理・運営

変更

推進段階 計画通り  プロポーザル方式で選定した業者にホームページ
作成を依頼した。
 キング スカイフロント公式ホームページとキング
スカイフロントの研究内容をWEB上に集約した
ニュースレター"Kawasaki Skyfront i‐Newsletter"
を平成２６年８月から立ち上げ、随時更新してい
る。

推進段階 計画通り ●多摩区観光協会が設立されたため、主にトップ
ページの模様替えを行い、見やすいようにリニュー
アルしました。
●例年通り、イベントなどの情報を更新しました。

推進段階 計画通り ●「しんゆり・芸術のまち」ホームページの改訂及
び運用開始開始済み。

推進段階 計画通り  平成２６年度末に、『かわさき産業ミュージアム
ガイドブック』を８年振りに改訂したことに伴い、
ホームページ全体の情報更新を行った。また、同冊
子を広く内外にPRするために、ホームページで積極
的に情報発信した。

推進段階 計画通り  「たかつタッチビジョン」にて、庁舎案内（フロ
ア案内、目的から検索）、高津区のみどころ、移り
変わるまちの風景（古写真で見るまちの移り変わ
り）の３つのコンテンツを提供したほか、橘樹官衙
遺跡群（川崎市で初の国史跡に指定された遺跡群の
紹介コンテンツ）を作成し、大山街道（高津区内の
大山街道の見所紹介）コンテンツの提供と庁舎案内
のＨ２８組織改変に伴う修正作業を行った。

「たかつタッチビ
ジョン」はスタンド
アローン（インター
ネット及びイントラ
ネットへの非接続端
末）として設置

推進段階 計画通り  市内事業者とクリエイターが連携してコンテンツ
活用事例を創出する「コンテンツ活用研究会」にお
いて、３件のコンテンツ活用事例を創出したほか、
市内事業者のコンテンツ活用を普及・啓発するため
のセミナーやコンテンツ活用研究会の成果発表等を
行うフォーラムを開催することにより、市内事業者
のコンテンツ活用の促進と、クリエイターと市内事
業者の交流を図った。

推進段階 計画通り  実施せず。

推進段階 計画通り 外国語版ホームページについては、工場夜景のタイ
ムラプス動画を掲載するほか、宿泊施設情報の拡充
や各種情報の更新等を行った。観光協会ホームペー
ジについても、各種イベント情報を掲載するほか、
トップページの構成を分かりやすくリニューアルす
るなど、ホームページの内容の拡充を行った。

推進段階 計画通り 新たな地域資源の情報を追加するなど、ホームペー
ジの管理・運営を行った。

推進段階 計画通り ●情報化社会に対応する中小企業従業員等の情報処
理能力向上のため、各種ビジネスＰＣ研修を１６１
回実施した。
●ＩＴを活用した顧客満足や生産性の向上や業務プ
ロセスの再構築、ネットワークインフラ整備による
社内コミュニケーションの充実などをテーマに中小
企業向けのセミナーを２回開催した。

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

 川崎発の地域資源である現代ガラス工芸に関する
イベント、体験教室等について、ホームページを活
用して市内外へ広く周知・啓発を行った。

 ホームページを活用し、企業との連携による情報
発信・普及啓発を実施しました。
 また、今年度は近代化遺産・産業文化財調査を実
施し、ホームページを最新情報に更新するととも
に、新規協力企業を獲得し、内容の充実を図りまし
た。
 平成２７年２月末に高津区役所の広告付き庁舎案
内表示板の更新にあわせ、庁舎案内（フロア案内、
目的から検索）や高津区のみどころ、移り変わるま
ちの風景（古写真で見るまちの移り変わり）の３つ
のコンテンツを搭載した「たかつタッチビジョン」
を設置した。
※「たかつタッチビジョン」はスタンドアローン
（インターネット及びイントラネットへの非接続端
末）として設置。

 市内事業者とクリエイターが連携してコンテンツ
活用事例を創出する「コンテンツ活用研究会」にお
いて、３件のコンテンツ活用事例を創出したほか、
市内事業者のコンテンツ活用を普及・啓発するため
に、コンテンツ作成ワークショップを開催したコン
テンツ活用研究会の成果発表等を行うフォーラムを
開催し、クリエイターと市内事業者の交流を図っ
た。

 「しんゆり・芸術のまち」ホームページの改訂及
び運用を開始しました。

 プロポーザル方式で選定した業者にホームページ
作成を依頼した。
 キング スカイフロント公式ホームページと
"Kawasaki Skyfront i‐Newsletter"を８月に立ち上
げ、随時更新している。

推進段階 ●多摩区観光協会が設立されたため、主にトップ
ページの模様替えを行い、見やすいようにリニュー
アルしました。
●例年通り、イベントなどの情報を更新しました。

推進段階 計画通り

 ガラス工芸の認知度向上やガラ
ス工房による自主的な活動が行わ
れるなど、事業開始時の目的を達
成したものと考えられることか
ら、ガラス工芸振興事業を廃止す
る。

計画通り

 当室で取り組んでいる殿町国際戦略拠点キング スカ
イフロントで行われている研究の最新情報等を国内外
に周知するホームページの管理・運営を行う。

 多摩区の見どころ紹介、地域イベント情報、名産品
の紹介等の観光情報を、平成２６年度に設立される多
摩区観光協会との連携により、ホームページで区の内
外に配信し、効果的な情報発信を進めることで、賑わ
いと魅力あるまちづくりを推進します。

文化芸術資
源の活用と
情報発信

麻生区役
所

地域振興
課

その他  麻生区を中心とした芸術・文化に関するイベントや
団体などの情報を、専用のホームページを活用して広
く発信します。また、twitter、facebook等のSNSによ
り、麻生区で実施される芸術・文化に関するイベント
の新着状況や開催状況を随時発信することで、区民及
び区外在住者の参加意欲を高めるとともに、「芸術の
まち麻生」を強く印象付けます。

多摩区観光
情報ホーム
ページ

多摩区役
所

地域振興
課

その他

ＩＣＴを活
用した魅力
発信事業

高津区役
所

企画課 その他  高津区では、転入者が多いため地域情報発信のニー
ズが高いことや、情報提供手段として若年層を中心に
デジタル媒体の活用度が高いことなどの状況を踏ま
え、高津区のみどころ情報やまちの移り変わりを古写
真で紹介するコンテンツをはじめ、区役所庁舎案内等
の情報をトータルに提供する大型端末「たかつタッチ
ビジョン」を導入し、区民や来訪者に対して、区の魅
力を発信します。

かわさき産
業ミュージ
アムホーム
ページ

川崎区役
所

地域振興
課

その他

 川崎発の地域資源として現代ガラス工芸について、
ホームページの活用により、市内外へ広く周知・啓発
し、ガラス工芸を含めたガラス産業の振興を図りま
す。

 川崎区にある日本の近代化、産業の発展、経済の高
度成長、公害の克服等に貢献してきた技術とその結晶
を、広く内外に発信するため、川崎区全域を展示場に
見立て、地域に散在する「近代遺産」「産業文化財」
を紹介します。

 「川崎市コンテンツ産業振興ビジョン」に基づき、
創造的活動の発表の場の機会を創出し、クリエイター
の掘り起こしを行い、市内クリエイター・ICT事業者の
ニーズ把握を行うなどの取り組みのほか、著作権など
をテーマとする知的財産スクール等を通じて、クリエ
イター・市内事業者のコンテンツの権利化・保護化を
促進します。
また、交流会、研究会等で新たなビジネスの創出やコ
ンテンツを活用し、製品・サービスの付加価値を高め
るなど、コンテンツフォーラム等を通じて、コンテン
ツを活用した事業展開の浸透・拡大を図ります。

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

●情報化社会に対応する中小企業従業員等の情報処
理能力向上のため、各種ビジネスＰＣ研修を１７９
回実施した。
●ＩＴを活用した顧客満足や生産性の向上や業務プ
ロセスの再構築、ネットワークインフラ整備による
社内コミュニケーションの充実などをテーマに中小
企業向けのセミナーを１２回開催した。
 外国語版ホームページについては、川崎大師の大
開帳等、話題のトピックスのページを作成しトップ
ページにも取り上げ、藤子・Ｆ・不二雄ミュージア
ム等の内容をより分かりやすく改善し、観光協会
ホームページについても各種イベント情報を掲載す
るなど、ホームページの内容の拡充を行った。
新たな地域資源の情報を追加するなど、ホームペー
ジの管理・運営を行った。

 麻生区内におけるグリーン・ツーリズム（農村滞在
型余暇活動）に資する地域資源をまとめた写真、散策
ルート等や、ガイドマップかわさきを利用した地図の
表示・検索機能によりグリーン・ツーリズムの情報提
供を行っていきます。

経済労働
局

農地課

工業振興
課

経済労働
局

商業観光
課

コンテンツ
産業振興の
支援

経済労働
局

次世代産
業推進室

グリーン・
ツーリズム
の推進

かわさきガ
ラス
WORLD
ホームペー
ジ

経済労働
局

その他

その他

その他

かわさきの
観光情報
ホームペー
ジ

中小企業の
人材育成支
援

次世代産
業推進室

その他

その他

経済労働
局

 「観光都市・かわさき」に向けて、市内主要駅（川
崎・登戸）における観光情報端末、川崎市観光協会
ホームページ、外国語版観光情報ホームページの内容
を充実させ、地域資源を活かした観光・集客機能の充
実を図る事業です。

 中小企業において情報通信技術の活用を推進するた
め、人材育成支援を継続的に行うとともに、ICT活用に
必要な専門的知識や技能を習得するための研修会を開
催し、企業における主体的なICT活用を推進する取組を
行っています。

殿町国際戦
略拠点「キ
ング スカイ
フロント」
の情報発信

総合企画
局

臨海部国
際戦略室

その他 推進段階 計画通り
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

３ 行政運営の高度化を図る情報化

現行

●継続的事業推進
●次期コンタクトセンター業務設計の検討
●次期コンタクトセンターの業者選定

●継続的事業推進
●次期コンタクトセンターの業者への移行

変更

●継続的事業推進
●次期コンタクトセンター業務設計の検討
●次期コンタクトセンターの業者選定
●川崎区、大師支所、田島支所の統合に向
けた変更契約締結

●継続的事業推進
●次期コンタクトセンターの業者への移行
●川崎区、大師支所、田島支所の統合

現行

●ホームページを利用した制度の運用、周
知の促進

●継続

変更

現行
●例規データベースの維持・整備 ●継続

変更

現行 ●電子化した川崎市公報を市ホームページ
に掲載

●継続

変更

現行
●公文書目録検索システムの運用 ●継続

変更

現行

●住基・税等のシステム改修
●個人情報保護条例等の改正
●番号制度・カードの活用に係る検討など
（順次、条例改正）

●個人番号の通知開始
●個人番号の利用開始・個人番号カードの
交付業務開始
●コンビニでの証明書交付業務開始
●福祉総合情報システム等の改修など
●番号制度・カードの活用に係る検討（順
次、条例改正）

変更

●個人番号の付番・通知及び個人番号カー
ドの交付に係る手法・体制等の検討
●システム連携基盤、住基システム、市税
システム等の改修
●川崎市情報公開条例の改正
●特定個人情報保護評価の実施手法・体制
等の検討及び評価の実施
●番号制度・カードの活用に係る検討（個
人番号の独自利用、庁内での情報連携、個
人番号カードの独自利用）

●個人番号の付番・通知開始（平成27年
10月）
●個人番号の利用開始・個人番号カードの
交付業務開始（平成28年1月）
●コンビニでの証明書交付業務開始（平成
28年1月）
●システム連携基盤（番号連携サー
バー）、住基システム、福祉総合情報シス
テム、国民健康保険システム、年金システ
ム等の改修
●川崎市個人情報保護条例の改正
●特定個人情報保護評価の実施
●マイナンバー条例の制定（個人番号の独
自利用、庁内での情報連携）
●番号制度・カードの活用に係る検討（順
次、条例改正）

推進段階 計画通り  副市長を委員長とし関係局長を委員とする「社会
保障・税番号制度の導入に伴う情報化施策推進委員
会」（マイナンバー推進委員会）のもと、専門的な
調査及び検討を行う３つの検討部会において検討及
び情報共有を図りながら、個人番号通知及び個人番
号カード交付に係る体制整備、個人番号カードによ
る各種証明書のコンビニ交付のためのシステム整
備、個人番号の利用及び他都市等との情報連携のた
めの各システムの改修、特定個人情報保護評価、社
会保障・税番号制度の開始に必要となる関係条例の
整備等を進め、制度全体のスケジュールに合わせて
計画どおりに個人番号の指定・通知、個人番号の利
用、個人番号カードの交付及びコンビニ交付を開始
しました。

推進段階 計画通り   条例、規則等市政に関する情報を広く市民等に提供
するため、紙媒体により発行した公報を電子データ
化して市ホームページにも掲載した。

運用段階 計画通り  公文書目録検索システムの継続的な運用により、
公文書の検索を容易にするなど、市民に対する行政
運営の透明性を高めた。

推進段階 計画通り  市ホームページを活用して、政策等を決定する前
の案の公表や意見募集、意見に対する考え方の公表
を行い、市民に迅速に情報を伝えるとともに、市民
の市政への参加の促進を図った。
 パブリックコメント手続制度自体の周知のため、
JR川崎駅西口側に設置されている河川情報表示版や
区役所電子掲示板を活用した広報の実施を行った。

運用段階 計画通り  例規データベースの維持管理を行うと共に、毎月
更新を行うことで最新の例規情報を提供した。

推進段階 計画通り  平成27年4月から平成27年12月までに「サン
キューコールかわさき」で32,705件のお問合せ等を
電話・メール・ＦＡＸ・手紙で受け付け、31,611件
について回答等を行った。また、本庁代表で54,381
件、区役所・支所の代表で188,770件の電話を受け
付け、本庁代表で12,609件、区役所・支所の代表で
43,059件について回答等を行った。
 イベント案内、予約受付け、電話アンケート、シ
ステムの使用方法の説明等、従来さまざまな部署で
職員が行っていた43件の業務を「サンキューコール
かわさき」で統合実施した。
 平成27年４月から川崎区及び大師・田島支所総合
案内電話交換業務をコンタクトセンターに統合し、
10月からのコンタクトセンターの運営を新たな受託
業者へ移行した。

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

計画通り

  条例、規則等市政に関する情報を広く市民等に提供
するため、紙媒体により発行した公報を電子データ
化して市ホームページにも掲載した。

 公文書目録検索システムの継続的な運用により、
公文書の検索を容易にするなど、市民に対する行政
運営の透明性を高めた。

 副市長を委員長とし関係局長を委員とする「社会
保障・税番号システムの導入に伴う情報化施策推進
委員会」（マイナンバー推進委員会）のもと、専門
的な調査及び検討を行うために設置された３つの検
討部会において、個人番号通知及び個人番号カード
交付に係る手法・体制等の検討、個人番号カードに
よる各種証明書のコンビニ交付の開始に向けた検
討、個人番号の利用及び他都市等との情報連携のた
めの各システムの改修、特定個人情報保護対策の検
討、社会保障・税番号制度の活用方法及び関係条例
の整備に向けた検討等を実施しました。

 平成26年4月から平成27年2月までに「サンキュー
コールかわさき」で36,893件のお問合せ等を電話・
メール・ＦＡＸ・手紙で受け付け、35,599件につい
て回答等を行った。また、本庁代表で67,538件、
幸・中原・高津・宮前・多摩・麻生区の６区役所代
表で191,267件の電話を受け付け、本庁代表で
15,837件、６区役所代表で46,145件について回答
等を行った。
 イベント案内、予約受付け、電話アンケート、シ
ステムの使用方法の説明等、従来さまざまな部署で
職員が行っていた39件の業務を「サンキューコール
かわさき」で統合実施した。

 市ホームページを活用して、政策等を決定する前
の案の公表や意見募集、意見に対する考え方の公表
を行い、市民に迅速に情報を伝えるとともに、市民
の市政への参加の促進を図った。
 パブリックコメント手続制度自体の周知のため、
JR川崎駅西口側に設置されている河川情報表示版や
区役所電子掲示板を活用した広報の実施を行った。

 例規データベースの維持管理を行うと共に、毎月
更新を行うことで最新の例規情報を提供した。

運用段階 計画通り

推進段階社会保障・税番号制度に係る最新
の情報等を踏まえたスケジュール
精査による変更。

推進段階 計画通り

運用段階 計画通り

 平成２７年４月から川崎区、大
師支所、田島支所総合案内電話交
換業務をコンタクトセンターに統
合することになったため。

社会保障・
税番号制度
の導入に向
けた取組

総務局

 川崎市公報を電子化し、市ホームページ上で閲覧で
きるようにしています。

 行政事務の効率化等を図るために、文書処理の電子
化を進めるとともに、行政運営における透明性を確保
するために、電子化した公文書に関しては、公文書目
録検索システムによって、公文書目録を市ホームペー
ジで検索できるようにしています。

 社会保障・税番号制度は、複数の機関に存在する個
人の情報を同一人の情報であるということの確認を行
うための基盤であり、社会保障・税制度の効率化・透
明性を高め、国民にとって利便性の高い公平・公正な
社会を実現するための社会基盤（インフラ）です。
 制度導入に向けた取組を的確に進め、個人番号・法
人番号を活用した市民サービスの向上及び業務の効率
化等を図っていきます。

公文書目録
検索システ
ム

総務局 行政情報
課

システム関
連

法制課 システム関
連

ＩＣＴ推
進課

その他

 川崎市の条例・規則等を電子化した例規データを、
インターネット上で閲覧・検索できるようにしていま
す。

川崎市公報
のインター
ネット提供

総務局 法制課 その他

川崎市例規
集(例規情報
のインター
ネット提
供）

総務局

 コンタクトセンターでは、市民の利便性及び満足度
の向上と業務の効率化を図るため、「サンキューコー
ルかわさき」及び代表電話交換を運営するとともに、
問合せ及びそれに対する回答をデータベースとして蓄
積し、同様の問合せ等への回答に活用するとともに、
ＦＡＱとしてホームページに公開しています。また、
イベント案内、予約受付、電話アンケート、ホーム
ページから提供される電子申請などのシステムの利用
方法の説明、その他電話応対業務など、統合実施する
業務の拡大や地域ポータルサイトとの連携等を行いま
す。

ホームペー
ジを利用し
たパブリッ
クコメント
制度運営事
業

総合企画
局

自治推進
部

その他  市民生活に影響する重要な条例や計画等を定める際
に、これらの案をあらかじめ公表して、市民の方々か
らの意見を募集し、その意見等を十分考慮して意思決
定を行います。また、いただいた意見に対する考え
方、決定した政策等などの結果公表を本市ホームペー
ジ等を活用し公開しています。意見の提出について
は、郵送や持参による方法のほか、電子メール、FAX
でも行っており、直接自宅から行うことができます。

川崎市総合
コンタクト
センター

総務局 総務部庁
舎管理課

その他
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

現行

●現行システムの運用
●共用空間データの整備

●継続

変更

現行

●次期(生体)認証機器等更新
●グループウェアかわさき機器更新

●次期行政情報システム機器更新に向け
て、システム及び業務の最適化を図るため
の各種調査・研究

変更

現行

●システムの安定的な運用保守
●制度改正等に伴うシステム改修
●人事給与システムの機器更新

●システムの安定的な運用保守
●制度改正等に伴うシステム改修

変更

現行

●システムの安定的な運用保守
●人事評価システムの改修

●システムの安定的な運用保守
●新システム機器の検討・選定等

変更

運用段階 計画通り  人事評価システムを年間を通して安定的に運用・
保守しました。また、次年度予定している人事評価
システムの大規模改修の事前作業として、運用補助
ツールの解析等を実施しました。

運用段階 計画通り  次期行政情報システム機器更新に向けて、現行シ
ステムの機器類及びソフトウエアの保守やサポート
期限の確認とシステム環境面での調査を行いまし
た。また、業務の効率化を進めるため、所管課にヒ
アリングを実施し業務課題の洗い出しをするととも
に、今後の行政情報システムを取り巻く環境につい
て整理をしながら、次期の機器更新に向けた基本方
針の策定を行いました。

運用段階 計画通り  現行システムの運用保守については、制度改正や
情報環境の変更に伴って適宜、改修を実施するとと
もに、システムエラー等が発生した場合には、迅速
に対処し安定的に稼動している。

運用段階 計画通り  インターネット地図情報システムの新たなコンテ
ンツとして、固定資産税路線価マップ（資産税管理
課）が平成２７年４月に、がん検診マップ（健康増
進課）が平成２７年１１月に災害リスクマップ（都
市計画課）が平成２８年３月に稼働しました。ま
た、電子申請システムと地図システムとの連携機能
が平成２８年１月に稼動しました。
 庁内向け地図情報システムについては、街路樹管
理システム、証明書交付システムが稼働しました。

運用段階 計画通り

運用段階 計画通り

運用段階 計画通り

 現行システムの運用保守については、制度改正や
情報環境の変更に伴って適宜、改修を実施するとと
もに、システムエラー等が発生した場合には、迅速
に対処し安定的に稼動している。
 また、機器更新については、移行前後の保有デー
タの整合性や本市情報環境との検証などの各種影響
調査及び調整等を行ない、適切に対応した結果、円
滑に完了した。

 インターネット地図情報システムの新たなコンテ
ンツとして、生き物マップ（環境調整課）が平成２
６年４月に、多摩川植生調査マップ（多摩川施策推
進課）が同年８月に、統計マップ（統計情報課）が
同年１０月に稼動した。また、電子申請の地図シス
テム連携機能及びオープンデータ関連機能（ICT推進
課）の改修を今年度中に実施予定である。
 庁内向け地図情報システムについては、住居表示
台帳図（戸籍住民サービス課）の庁内公開に向けた
調整を実施し、共用空間データの利活用推進に向け
た取組みを実施した。

 人事評価システムを年間を通して安定的に運用・
保守しました。また、年度前半には、人事評価制度
改正に伴い、能力評価の２段階加点機能、データ抽
出機能、評価結果点検機能等の機能改修を実施し、
年度後半には、Windows8.1(IE11)への対応及び組
織コード変更対応に伴うシステム改修を実施しまし
た。

運用段階 計画通り

 生体認証機器等の更新については、指紋認証から
指静脈認証を行う装置を導入した。また、職員認証
におけるパスワードの一元化を実施したことによ
り、効率的な運用を行った。
 グループウェアかわさきの機器更新とともに、利
用者ニーズも踏まえパッケージ内容も更新し、利用
しやすいシステムとして、安定的な運用を行った。

 全職員が利用するシステムとして、出勤情報の管理
や休暇届、時間外勤務命令、各種手当申請等の諸手続
きを行う「職員情報システム」、人事業務の担当者が
利用するシステムとして、職員の採用から退職までの
情報をトータルで管理する「人事システム」、給与業
務の担当者が利用するシステムとして、給与、諸手
当、諸控除などの処理を行う「給与システム」の3つの
システムが稼動しています。
 また、このようなシステムを効果的に機能させるた
めに他システムとの連携を行っています。

人材育成
センター
評価担当

システム関
連

人事給与シ
ステム

総務局 人事課

 全庁職員が利用するシステムとして、人事評価に係
る職員の目標設定、自己申告、評価、評価結果の算
出、進捗管理等を行っています。また、人材育成や異
動等に広く活用するため、評価データに対して様々な
検索が行えるようにするとともに、各種統計データの
作成を行っています。なお、評価結果は、給与、昇任
等に反映させるために人事・給与システムと連携して
います。

人事評価シ
ステム

総務局

システム関
連

 全庁職員が利用する本システムは、本市業務の根幹
を担っており、電子決裁基盤を中心とした、行政情報
システム（文書管理システム、総合財務会計システ
ム、旅費管理システム、職員認証管理システム）と、
職員認証管理システムの職員認証機能を利用して連携
するグループウェアかわさき、職員情報システム、共
用車予約システム・健康管理システム・人事評価シス
テム・総合防災情報システム、その他の業務システム
から構成され、庁内における情報共有を推進していま
す。

システム関
連

 地図情報システムは、固有の業務に特化したサブシ
ステム、全庁利用を目的としたシステム群、市民向け
のインターネット地図情報システムから構成される統
合型地理情報システムです。
 利用するデータは、全庁で利用できる共用空間デー
タとして一元的に管理し、地図を利用した業務の効率
化が図られています。

庁内イント
ラネットシ
ステム（文
書管理、総
合財務会計
等）

総務局 システム
管理課

システム関
連

統合型地図
情報システ
ム

総務局 システム
管理課
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

現行
●各種統計調査に関する刊行物の編集発行
●平成２２年国勢調査の独自集計結果の公
表

●各種統計調査に関する刊行物の編集発行

変更

●各種統計調査に関する刊行物の編集発行
●平成２２年国勢調査の独自集計結果の公
表
●ガイドマップかわさき「統計マップ」の
運用

●各種統計調査に関する刊行物の編集発行
●ガイドマップかわさき「統計マップ」の
運用

現行

●システムの適正な管理・運営 ●継続

変更

現行

●システムの適正な管理・運営 ●継続

変更

●システムの適正な管理・運営 ●システムの適正な管理・運営
●地方公会計の新統一基準対応に伴う改修

現行

●市税システムの適正な管理・運営
●番号制度導入を含めた税制改正等に伴う
システム改修とテスト

●継続

変更

現行

●システムの安定運用による迅速かつ確実
なサービス提供
●戸籍法施行規則の一部改正に伴う除籍の
電算化

●システムの安定運用による迅速かつ確実
なサービス提供

変更

現行

●住民基本台帳事務及び印鑑登録事務の迅
速かつ確実なサービス提供
●個人番号制度導入に伴うシステム対応

●住民基本台帳事務及び印鑑登録事務の迅
速かつ確実なサービス提供
●個人番号の通知及び個人番号カードの発
行開始等

変更

現行

●ホームページの適切な運営 ●継続

変更

現行

●平成２５年度稼動を振り返って、稼働状
況や課題等の検証を実施

●児童相談所進行管理ソフトの３児童相談
所連携（共有化）に向けた設計

変更

●平成２６年度運用状況を振り返り、課題
等の検証を実施。運用状況改善を図る

現行

●システムの運用
●システムの大規模改修に向けた設計書の
作成

●システムの運用
●システムの大規模改修

変更

運用段階 計画通り  年度当初、新任職員を中心に研修を実施。また、
適時、運用改善のため、必要事項の情報共有を実
施。

運用段階 計画通り  エコオフィス管理システムを運用することによっ
て、データ入力及びデータ集計・分析の迅速化を図
ることができた。集計したデータは省エネ法等の各
種報告書作成に活用するとともに、電力需給対策及
び温室効果ガス排出量削減に向けた市役所の率先取
組を推進した。
 また、平成28年度からの適用に向け、帳票の改善
や展開速度の改善等のシステム改修を実施した。

設計・開
発段階

計画通り  昨年度に引続き、個人番号通知及び個人番号カー
ドの発行開始等に向け、計画どおり改修等を行いま
した。

推進段階 計画通り  夏休みや冬休みなど、子どもの休みの時期に子ど
も向けイベントの開催や情報提供を庁内に照会し、
順次「こどもページ」に掲載し子どもの参加の促
進、普及を促した。
 また、サイト内で紹介している各施設やその他情
報について、リンクの追加修正を随時行い、一部
ページ内の構成を見直すなど、適正なホームページ
の管理・運営を行った。

運用段階 計画通り  システムへの影響等に留意しながら税制改正等に
伴うシステム改修を実施し、通常運用業務も含め、
システムの適正な管理・運営を行った。
 なお、“社会保障・税に関わる番号制度”導入に向
けた取組みについて、平成２７年１０月の制度開始
に合わせ、システム改修・テストを行い、リリース
後は適正な運用を行った。

運用段階 計画通り  平成２７年９月に中原区今井地区の住居表示実施
に伴う本籍修正等を行いました。

運用段階 計画通り  劣化情報については対象施設の登録、平成２６年
度の劣化状況の登録を行った。また、「施設の長寿
命化」をさらに効率的かつ効果的に推進することを
目的とし、ファイリング機能の追加、ヒアリング内
容も含めた部位状況確認シートの一括データ出力等
を可能とする資産マネジメントシステムの改修作業
を行った。
 施設カルテ・事業カルテについては、対象施設の
所管課等に対して照会を行い、平成２６年度のコス

運用段階 計画通り  システムの適正かつ安定的な運用を行った。
 また、地方公会計制度の新統一基準に対応するた
め改修が必要であり、改修・追加項目の検討を進め
るとともに、それに伴う予算化に向けて調整を行っ
た。

 標準ソフトウェア
以外にも現行の財務
諸表作成ソフトの
バージョンアップ版
も開発されているた
め、税理士法人のア
ドバイス等を元に、
平成２８年度中に財
政課で実際に使用す
る財務諸表作成ソフ
トを決定する。
 それに伴い公有財
産管理システムの改
修内容も変わってく

推進段階 計画通り ●当課で発行した各種統計資料を本市ホームページ
「統計情報」に追加掲載を行った。
●本市ホームページ「統計情報」が検索しやすくす
るため、コンテンツや分類の整理を進めた。
●「ガイドマップかわさき」において公開している
統計情報を地図上に示した「統計マップ」に、最新
の情報を追加して掲載を行った。

推進段階 計画通り

運用段階 計画通り

運用段階 計画通り

運用段階 計画通り

計画通り

運用段階 計画通り

設計・開
発段階

計画通り

運用段階 計画通り

 平成２６年４月に戸籍法施行規則の一部改正に伴
う除籍の電算化に着手し、計画どおり進んでいる。
 平成２６年１０月に高津区末長３・４丁目地区及
び麻生区王禅寺東５丁目地区の一部の住居表示実施
に伴う本籍修正等を行った。
 平成２６年４月に個人番号制度導入に向けた区役
所事務サービスシステムの改修に着手し、平成２７
年度の個人番号通知及び個人番号カードの発行開始
等に向け、計画どおり改修等が進んでいる。

 主に、夏休みや冬休みなど、子どもの休みの時期
に子ども向けイベントの開催や情報提供を庁内に照
会し、順次「こどもページ」に掲載し子どもの参加
の促進、普及を促せた。
 また、サイト内で紹介している各施設やその他情
報について、施設名やホームページなどの内容が変
更になっているものについて随時修正し、適正な
ホームページの管理・運営を行った。
 年度当初、新任職員を中心に研修を実施。また、
適時、運用改善のため、必要事項の情報共有を実
施。

 エコオフィス管理システムを運用することによっ
て、データ入力及びデータ集計・分析の迅速化を図
ることができた。集計したデータは省エネ法等の各
種報告書作成に活用するとともに、電力需給対策及
び温室効果ガス排出量削減に向けた取組の推進に役
立てた。
 また、来年度のシステム改修を見据えて、全庁へ
アンケートを実施するなどし改修点の整理を行うと
ともに、予算化に向けた調整を行った。

 当初スケジュールが白紙となっ
たため。

 地方公会計の新統一基準につい
ては、総務省において検討してい
たが、平成27年1月頃、正式に総務
省から各地方自治体に対応を要請
することが発表された。それに伴
い現行システムの改修が必要と
なった。

 劣化情報については対象施設の登録、平成２５年
度の劣化状況の登録を行った。
 施設カルテ・事業カルテについては、対象施設の
所管課等に対して照会を行い、平成２４・２５年度
のコストや利用状況等のデータをシステムに登録し
た。

 ４月にサーバー等機器の更新を行い、以降システ
ムの適正かつ安定的な運用を行った。
 入力作業は計画配置ＰＣから行なうが、来年度以
降ＯＳがWindows8に変わるため、事前に動作確認
の検証を行ない、問題がないことを確認した。
 また、地方公会計制度の新統一基準に対応するた
め改修が必要であり、改修・追加項目の検討を進め
るとともに、それに伴う予算化に向けて調整を行っ
た。

 システムへの影響等に留意しながら税制改正等に
伴うシステム改修を実施し、通常運用業務も含め、
システムの適正な管理・運営を行った。
 なお、“社会保障・税に関わる番号制度”導入に向
けた取組みについては、今年度からシステム改修を
実施しており、平成27年度からテストに着手する予
定である。

運用段階

視覚的にわかりやすい統計情報を
提供するため

●当課で発行した各種統計資料を本市ホームページ
「統計情報」に追加掲載を行った。
●本市ホームページ「統計情報」が検索しやすくす
るため、コンテンツや分類の整理を進めた。
●最新の統計情報を地図上に示すことができるコン
テンツをガイドマップかわさきに「統計マップ」と
して掲載し、運用を開始した。

推進段階 計画通り

区役所事務
サービスシ
ステム

市民・こ
ども局

 児童相談所における児童相談や児童虐待対応などの
相談経過記録や支援状況等について児童相談所進行管
理ソフトを導入することによりデータベース化し迅速
かつ効率的な情報処理を実現するものです。平成２４
年度末に導入を行い平成２５年度から本格稼動となっ
ています。

システム関
連

 エコオフィス管理システムは、川崎市地球温暖化対
策推進計画に基づく市役所の率先取組を推進するにあ
たり、市役所のエネルギー使用量等の包括的な集計・
分析の効率的効果的な管理の強化と、「省エネ法」等
の届出の効率化を目的としており、庁内の各種環境負
荷データの集計をイントラ
ネットに接続するすべての端末で入力・照会すること
ができるシステムです。

児童家庭
支援・虐
待対策室

環境局

 市民税・県民税、固定資産税、軽自動車税、法人市
民税など、各税の賦課から徴収に関する業務を効率的
に処理するトータルシステムです。口座振替、証明発
行、収納管理、統計等の処理も行っています。

戸籍総合シ
ステム

市民・こ
ども局

戸籍住民
サービス
課

システム関
連

市税システ
ム

財政局 税制課 システム関
連

 戸籍事務の効率化を図るとともに、窓口サービスの
向上のため、紙媒体の戸籍簿を電子化し、迅速かつ確
実な運用と的確なサービス提供を行います。

 土地、建物及び工作物の取得、管理、処分に伴う異
動処理業務、台帳等の管理資料作成業務、各種統計資
料の作成業務、帳簿価額改定業務（評価替え）、活用
状況資料作成業務、新地方公会計制度導入に伴う固定
資産台帳整備に係る異動データ情報の収集作業等に関
する業務を行います。

 各種統計調査の結果等の市政資料をデータ化し、市
のホームページから閲覧・検索できるようにします。
市民や行政に身近な統計情報を提供して統計の役割・
重要性を周知し、市民の統計調査への理解と協力を得
るとともに行政の透明化を図ります。また、統計調査
結果は、各種行政施策の基礎資料として有効活用しま
す。

資産マネジ
メントシス
テム

財政局 資産運用
課

システム関
連

統計情報
課

その他

公有財産管
理システム

財政局 資産運用
課

システム関
連

 効率的かつ効果的な資産マネジメントを推進するた
め、資産データの収集をはじめ、それを格納するデー
タベース、資産データに基づき資産を評価するシステ
ム及び財産管理システム等の既存のデータベースとの
データ連携の仕組みを構築します。

川崎市の統
計情報

総合企画
局

かわさきし
こどもペー
ジ

市民・こ
ども局

人権・男
女共同参
画室

エコオフィ
ス推進事業

児童相談所
進行管理ソ
フト

地球環境
推進室

 市政に関する情報を子どもに分かりやすい表現で掲
載した「かわさきしこどもページ」を市ホームページ
上で運営し、子どもの参加の促進、普及を促していま
す。

システム関
連

その他

 住民基本台帳事務及び印鑑登録事務の迅速かつ確実
なサービス提供を行います。

システム関
連

戸籍住民
サービス
課

市民・こ
ども局
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

現行

●ＧＩＳシステムを利用した（仮称）水環
境保全システムの一元化の推進と業務効率
化に向けた拡充
●水辺地マップの拡充

●ＧＩＳシステムを利用した（仮称）水環
境保全システムの一元化及び業務効率化に
向けた拡充
●水辺地マップの拡充

変更

現行

●新福祉総合情報システムの開発及び導入
（第二段階・障害福祉システム、保育シス
テム、手当システム等）

●新福祉総合情報システムの運用・保守

変更

現行

●保健情報システムの円滑な管理・運用 ●保健情報システムの円滑な管理・運用
●機器入換え検討

変更

現行

●システム設計・開発・導入・操作研修 ●稼動開始・運用・保守

変更

●稼動開始・運用・保守
●マイナンバー対応のためのシステム設
計・開発・テスト

現行

●国民年金事務システムの安定稼動及び制
度改正に向けたシステム改修

●継続

変更

現行

●社会保障と税の一体改革に伴うシステム
改修
●マイナンバー制度対応に伴うシステム改
修

●継続

変更

●マイナンバー制度対応に伴うシステム改
修

現行

●新システムの運用（継続）
●マイナンバー制度に対する検討

●継続

変更

運用段階 計画通り  システムの改修を加えながら継続的に運用してい
る。

運用段階 計画通り   システム再構築により平成24年1月から国民年金
事務システムの稼動を開始しましたが、おおむね安
定的に運用しています。また、制度改正に伴うシス
テム改修についても適宜実施しています。

運用段階 計画通り   マイナンバー制度対応に伴うシステム改修・検証
を行うとともに、現行システムの安定運用を図って
います。

運用段階 計画通り  機器のハード障害・ソフト障害等のシステム不具
合発生時において、迅速に対処し早急な解決を行い
システムの適正かつ円滑な運用に努めることで、本
庁及び各区役所保健福祉センターにおける各種業務
が円滑に執行できるように支援した。
 次期システム開発を見据え、平成２８年６月から
平成３１年１２月をリース期間とする機器更新準備
を行った。運用段階 計画通り ●システムの稼働開始
●マイナンバー対応のためのシステム設計・開発・
テスト・運用
●システムの利用者に対する操作研修及びセキュリ
ティ研修

運用段階 計画通り  地図情報システムを利用した「水辺地マップ」
（平成２６年３月に運用開始）を利用し、庁内関係
部署向けにマップスかわさきに水質事故関連のデー
タ（排水区域や事業場データ等）を掲載した。市民
向けに、水準点データを地図情報システムに掲載し
た。

運用段階 計画通り ●平成２７年４月から３次開発の残りの一部（支給
認定・確認関係）が稼動し、１次・２次・３次開発
によるシステムが揃って運用を開始した。

計画通り

運用段階 計画通り

計画通り

運用段階 計画通り

運用段階 計画通り

 地図情報システムを利用した「水辺地マップ」
（平成２６年３月に運用開始）に、データの拡充を
行った（橋梁写真及び名称、生き物調査結果、地盤
沈下観測所、水辺地）。

●システムの要件定義、設計、開発、テスト及び導
入
●システムの利用者に対する操作研修及びセキュリ
ティ研修

  システム再構築により平成24年1月から国民年金
事務システムの稼動を開始しましたが、おおむね安
定的に運用しています。また、制度改正に伴うシス
テム改修についても適宜実施しています。

  社会保障と税の一体改革に伴う等のシステム改
修・検証を行うとともに、現行システムの安定運用
を図っています。

 システムの改修を加えながら継続的に運用してい
る。

運用段階

 社会保障と税の一体改革につい
て、現時点で来年度の国の政策が
定まっていないため、計画の削除
を行った。

●システム管理課をはじめとする関係各課と調整し
ながら、現行システム・１次開発の安定稼動を実施
した。
●２次開発については計画通り２０１５年１月か
ら、子ども・子育て支援システムについても２０１
４年１０月から稼動開始した。

 機器のハード障害・ソフト障害等のシステム不具
合発生時において、迅速に対処し早急な解決を行い
システムの適正かつ円滑な運用に努めることで、本
庁及び各区役所保健福祉センターにおける各種業務
が円滑に執行できるように支援した。
 また本庁事業課における役割分担を明確にするた
め、運用管理要綱を作成した。

計画通り

設計・開
発段階

計画通り

設計・開
発段階

 社会保障・税番号制度に対応
し、番号を活用した施策を行うた
めに予防接種台帳管理システムの
改修を行う。

 国民健康保険における資格業務（資格得喪年月日の
管理）、賦課業務（保険料額の算出と通知）、収納業
務（保険料の収納及び未納保険料の管理）、滞納業務
（滞納者情報及び折衝記録の管理、不納欠損処理）、
給付業務（医療給付の記録管理及び療養費の償還払
い）及び統計業務（国保財政の運営及び統計資料作
成）からなるシステムを構築し、業務の効率化及び市
民サービスの向上を図っています。

市営住宅総
合管理シス
テム

まちづく
り局

住宅管理
課

 公営住宅法等に基づく市営住宅等の管理は、入居者
募集、抽選、入居許可、毎年実施する入居者の収入調
査、使用料基準額の算定、収入に基づく使用料の決
定、駐車場の管理、建物の修繕・保全、財産管理等多
岐に渡ります。
 本市の市営住宅等は約17,500戸あり、使用料の算定
や台帳管理など住宅供給公社を含めた統一化したシス
テムを構築し、様々なデータを一元的に管理すること
で、業務の効率化を図っています。

運用段階システム関
連

国保ハイ
アップシス
テム

健康福祉
局

保険年金
課

システム関
連

システム関
連

 予防接種事業は種類拡大、内容変更等が頻繁になさ
れ、複雑化しています。また、国の実施要領の改正に
より、接種記録の電子的管理が追加されました。接種
記録をシステムにて管理し、接種状況を迅速に把握
し、タイムリーに未接種者へ再勧奨していきます。
 また、委託料審査・集計を各区職員の手作業からシ
ステム入力により標準化・迅速化します。

 健康福祉局及び市民・こども局本庁各課、各区役
所、更生相談所、児童相談所等をネットワーク化し、
保健・福祉に係る業務を効率的に処理しています。主
な処理対象業務としては、生活保護、介護保険、後期
高齢者医療、高齢者福祉、地域福祉、福祉医療、児童
福祉、母子福祉、障害福祉、保育等があります。今後
も情報管理部門を始めとする関係課との連携を図り、
システムの安定稼動を実施します。

 法定受託事務として市において取り扱うこととされ
ている被保険者の年金資格取得手続や国民年金保険料
の免除申請、基礎年金の裁定請求の受付業務等を行う
とともに、国や日本年金機構との協力連携事務とし
て、年金制度の広報や区役所窓口における年金相談、
各種情報提供を行っています。これらの業務につい
て、国民年金事務システムを活用することで、市民
サービスの向上及び事務処理の効率化を図っていま
す。

 公衆衛生業務台帳管理システム（食品衛生許可業
務、環境衛生許可業務、畜犬登録業務、小規模受水槽
水道等監視指導業務）、医療施設等台帳管理システム
以上の個別業務システムを統括した保健情報システム
の円滑な運用を図ります。

福祉総合情
報システム

健康福祉
局

企画課 システム関
連

予防接種台
帳管理シス
テムの導入
及び運営

健康福祉
局

健康安全
部健康危
機管理担
当

システム関
連

企画課 システム関
連

水環境保全
システム

環境対策
課

システム関
連

 人と身近な水とのふれあいを通じた豊かな地域づく
りを目指して、水環境に関連する情報を集約し、効果
的な情報を効率的に発信していきます。
 また、各種情報を活用しやすいように、所管課内で
の利用、関係局内での利用、全庁利用及び庁外への利
用と目的別にデータを整理し、業務の迅速化及び効率
化が図れるよう一元管理を目指します。

環境局

国民年金事
務システム

健康福祉
局

保険年金
課

保健情報シ
ステム

健康福祉
局
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

現行

●継続稼働
●保守点検・データ更新

●継続

変更

現行

●建築確認プロット情報の整備
●建築確認台帳及び建築計画概要書情報の
修正・整備
●台帳・概要書情報を搭載した地図情報シ
ステム構想の検討

●継続

変更

●建築確認プロット情報の整備
●建築確認台帳及び建築計画概要書情報の
修正・整備
●証明書交付等システムの基本設計・構築

現行

●電子納品対象拡大
●電子納品保管管理システムの適切な運用
●職員研修

●電子納品の適切な運用
●電子納品保管管理システムの適切な運用
●職員研修

変更

現行
●公共基準点、境界標の電子化情報の内容
精査、新規情報の追加。道路台帳図の電子
化に関する内容新規追加

●継続

変更

●現行システムの適正運用。
●公共基準点、境界標の電子化情報の内容
精査、新規情報の追加。
●道路台帳平面図のベクターデータを取り
込む為の論理チェックプログラムの構築と
一部データの取り込み
●データベースを測地成果２０１１へ更新

現行

●港湾施設維持管理システムの適正な管理
運営（機能の追加改修）
●システムを活用した維持管理業務の適正
な執行支援

●港湾施設維持管理システムの適正な管理
運営
●システムを活用した維持管理業務の適正
な執行支援

変更

現行

●水道料金業務等オンラインシステムサー
バ機器のデータセンターへの移設による業
務継続性の確保

●水道料金業務等オンラインシステムにお
ける消費税率変更対応

変更

●システムの運用

現行

●総合医療情報システムの安定的な運営 ●継続

変更

運用段階 計画通り  水道料金業務等オンラインシステムサーバ機器の
データセンターへの移設によりシステムの安定稼働
及び業務継続性を確保し、市民サービス向上に向け
た環境整備を行った。

運用段階 計画通り  総合医療情報システムの安定的な運営に努めた。
また、総合医療情報システムの継続的な安定を目的
として、一部の経年劣化したサーバ、パソコン等の
ハードウェアの更新を行った。

設計・開
発段階

計画通り  道路台帳図デジタル化に向け、アナログ道路台帳
図８７０枚のうち、５４枚について、道水路台帳図
数値図化データを作製したうえで、境界標・基準点
管理システムに取り込んだ。

運用段階 計画通り  ２５年度から一部施設の運用を開始している本シ
ステムについて、新たに廃棄物埋立護岸に関する追
加構築を行ったほか、計画配置パソコンのOS及びIE
のバージョン変更に伴う改修を行い、適正かつ安定
的な管理運営を行った。また、システムを利用する
職員に対して操作研修を実施し、システムの有効活
用を可能とした。
 また、次年度以降においても、システムの適正か
つ安定的な管理運営を行う上で必要な保守点検、職
員研修を実施する為に必要な予算化を行った。

設計・開
発段階

計画通り  平成元年 平成１７年度の建築物場所について、
川崎市統合型地図情報システム上に載せられる形で
電子化を行い、証明書等の交付システムの準備を
行った。
 また、システム化に向けて基本設計・構築を行
い、関係各所と連携を取りつつ、詳細設計・開発に
向けて調整を行った。

運用段階 計画通り  平成２６年度より電子納品対象を拡大し、本運用
となった電子納品について、より円滑な運用を図る
ため、１２月に各職場にて選任しているＣＡＬＳ担
当者向けの研修を実施し、職員向けＣＡＤソフト
ウェア研修を６月、１０月、２月に実施しました。
また、電子納品の概要や納品データ作成ツールに関
する説明会を職員及び受注者向けにそれぞれ２月末
に実施しました。

運用段階 計画通り  登戸土地区画整理事業に係る権利の移動・更新の
履歴管理等の更新を行い証明書の発行や、図面作成
機能を活用し権利者説明資料を作成した。

運用段階 計画通り

企画段階 計画通り

運用段階 計画通り

運用段階 計画通り

運用段階 計画通り

企画段階 計画通り

運用段階 計画通り

 道路台帳図デジタル化に向け、道路台帳図データ
の作製手法の検証と来年度から実施する為の製作工
程を構築し、現行システムで道路台帳図データの格
納が出来るようにシステム改良をする。

 ２５年度から一部施設の運用を開始している本シ
ステムについて、新たに廃棄物埋立護岸に関する追
加構築を行ったほか、計画配置パソコンのOS及びIE
のバージョン変更に伴う改修を行い、適正かつ安定
的な管理運営を行った。また、システムを利用する
職員に対して操作研修を実施し、システムの有効活
用を可能とした。
 また、次年度以降においても、システムの適正か
つ安定的な管理運営を行う上で必要な保守点検、職
員研修を実施する為に必要な予算化を行った。

 水道料金業務等オンラインシステムサーバ機器の
データセンターへの移設によりシステムの安定稼働
及び業務継続性を確保し、市民サービス向上に向け
た環境整備を行った。

 登戸土地区画整理事業に係る権利の移動・更新の
履歴管理等の更新を行い証明書の発行や、図面作成
機能を活用し権利者説明資料を作成した。

 消費税率変更（10％対応）時期
が平成29年4月実施に予定変更した
ことから平成28年度の対応に変
更。

 総合医療情報システムの安定的な運営に努めた。
また、総合医療情報システムの継続的な安定を目的
として、一部の経年劣化したサーバ、パソコン等の
ハードウェアの更新を行った。

 水道料金等徴収の基幹業務である検針から料金徴収
及び未収業務までを処理するとともに、市民からの電
子申請、電話等で受け付けた水道に関する手続きの処
理や水道料金等に関する事務を行う水道料金業務等オ
ンラインシステムを活用することで、上下水道事業の
運営を効率的に進めます。

 市立川崎病院では平成21年1月に、市立井田病院で
は平成24年5月の井田病院新棟一部開院に合わせて総
合医療情報システムによる患者記録の電子化（電子カ
ルテ化）が行われましたが、引き続き総合医療情報シ
ステムを継続的かつ安定的に運営することで、患者
サービスの向上や業務の効率化を推進します。

港湾施設維
持管理シス
テム

港湾局 庶務課

水道料金業
務等オンラ
インシステ
ム

上下水道
局

サービス
推進課

システム関
連

システム関
連

管理課

システム関
連

システム関
連

 平成19年4月に「港湾の技術上の基準を定める省
令」が改正され「供用期間に渡って要求事項を満足す
るように維持管理計画等に基づき適切に維持されるこ
とを標準とする」と規定されました。港湾施設の既存
ストックの有効活用や延命化対策を図るとともに、ラ
イフサイクルコストを考慮した計画的な維持管理に取
組むことが必要となりました。
 その為、港湾施設の施設諸元、点検結果や補修履歴
等をデータベース化、維持管理計画に基づく効率的、
効果的な施設の維持管理業務に活用する目的で平成24
年度にシステム詳細設計、構築を行い、平成25年度か
ら維持管理計画策定済の一部港湾施設について管理運
用を行っています。

 今年度、新たに重点的に取り組
む事業として、サマーレビュー
（「川崎市の道路台帳図のデジタ
ル化」の推進について）において
確認された為。

 CALS/ECとは『公共事業支援統合情報システム』の
通称であり、地域社会の基盤を支える公共事業を、ICT
を活用することにより、効果的・効率的かつ透明な公
共工事を実現する事を目的とした、電子化への取組の
総称をいいます。具体的には、公共事業において作成
される図面等を電子化し、情報の共有や利活用を図る
ことで、公共工事の生産性の向上や、コスト縮減、品
質向上を図るとともに、維持管理の効率化、市民サー
ビスの向上などを目指すものです。

境界標・基
準点管理シ
ステム

建設緑政
局

 公共基準点や境界標の座標等の情報を電子化した
データ等を基に、現在、紙ベースで管理している市内
全域の道路台帳図(869枚)を電子化し、主要項目や特定
区間におけるデータ集計・抽出を容易にしたり、補修
正が必要となった場合には職員が容易に補修正を行え
る新たなシステムを構築するものです。

 市民サービス向上のため、証明
書交付等システム整備の政策的位
置付けを行い、予算化を図ること
となったため。

 昭和年代の建築物を紙地図で整備しつつ、電子化
も行い、建築行政に係る業務や窓口のシステム化の
準備を行った。
 また、システム化に向けて検討を行い、関係各所
と連携を取りつつ、予算化及び導入に向けて調整を
行った。

 平成２６年度より電子納品対象を拡大し、本運用
となりました。
適切な運用を行うため、職員向けに５月、１２月、
２月にＣＡＤソフトウェア研修を実施し、１月に電
子納品に関する説明会、各職場にて選任しているＣ
ＡＬＳ担当者に研修を実施しました。
また、電子納品対象案件を受注する受注者向けに説
明会を１月に実施しました。

 既存建築物ストック情報について、紙媒体で保有し
ている建築確認台帳のデータベース化及び建築計画概
要書の電子化・データベース化を行い、建築行政に係
る業務や窓口における情報提供業務の効率化を図り、
建築行政業務の効率化と市民等へのサービス水準の向
上を目指します。
 また、本市統合型地図情報システムとの連携を図る
ことにより、建築行政情報の全庁的な活用を進めま
す。

既存建築物
ストック情
報整備事業

まちづく
り局

建築管理
課

システム関
連

公共事業支
援統合シス
テム

建設緑政
局

技術監理
課

登戸区画
整理事務
所

システム関
連

 地図情報の表示・印刷を行う「基本システム」と、
登戸土地区画整理事業の具体的な個人情報データを管
理する「拡張システム」からなる支援管理システムで
す。登戸土地区画整理事業に係る図面・調書等を電子
化することにより、権利の移動・更新の履歴管理等の
効率化と迅速な市民サービスの向上を図ります。

総合医療情
報システム
の運営

病院局 経営企画
室

システム関
連

まちづく
り局

登戸土地区
画整理事業
支援管理シ
ステム
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

現行

●仕様書作成
●業者選定準備
●システム導入の予算要求

●システム導入
●本稼働に向けたセットアップ
●運用開始

変更

●仕様書作成準備 ●仕様書作成
●業者選定準備
●システム導入の予算要求

現行

●所得照会についてのシステム開発のため
の予算要求

●所得照会についてのシステムの開発

変更

●パンチ業者への委託により作成された
データを活用した一括所得照会システム運
用のための仕様書作成、予算調整、打合せ
等

●一括所得照会システムの運用開始

現行

●システム稼働 ●継続

変更

現行

●システムの安定的な運用保守
●システム改修

●継続

変更

●システムの安定的な運用保守

現行

●校務支援システムの稼働
グループウエア、小学校の通信票、中学校
の通知表、出席簿の機能の運用開始

●校務支援システムの稼働
指導要録、保健帳票等公簿作成機能の運用
開始

変更

現行

●安定的な運用 ●継続

変更

現行

●システムの運用 ●システム機器の更新

変更

運用段階 計画通り  平成27年4月12日執行の統一地方選挙においては
選挙人情報を管理し、有権者数の把握、期日前投票
者数の集計、期日前投票期間中の選挙人名簿の管
理、二重投票の防止等に寄与した。
 また、サーバー、クライアント等のリースアップ
によるシステム機器の更新を行った。
 さらに、衆議院議員選挙の分割区対応に係る円滑
な事務処理を行うための調整、操作権限の制限やロ
グの管理等のセキュリティ向上、公職選挙法の改正
に伴う選挙権年齢の引き下げ（18歳選挙権）に対応
するシステム改修を行い、年度内に対応を完了する
見込み。

運用段階 計画通り  平成27年4月より、指導要領・中学校通知表を、8
月より保健帳票の運用を開始した。
 指導要録、保健帳票等の研修を要請による研修も
含め合計230回行った。

運用段階 計画通り  平成27年4月12日執行の統一地方選挙においては
選挙人情報を管理し、有権者数の把握、期日前投票
者数の集計、期日前投票期間中の選挙人名簿の管
理、二重投票の防止等に寄与した。
 また、サーバー、クライアント等のリースアップ
によるシステム機器の更新を行った。
 さらに、衆議院議員選挙の分割区対応に係る円滑
な事務処理を行うための調整、操作権限の制限やロ
グの管理等のセキュリティ向上、公職選挙法の改正
に伴う選挙権年齢の引き下げ（18歳選挙権）に対応
するシステム改修を行った。

運用段階 計画通り  システムの適正かつ安定的な運用を行うととも
に、システムが導入されていないパソコン７台への
システムの導入を行った。

運用段階 計画通り  今年度は継続運用であり、計画どおりの進捗状況
となっています。ただし、平成２８年度に県費負担
教職員の給与負担等の市費への移譲に伴うシステム
改修を予定しており、具体的な改修内容及び運用方
法の検討を行いました。

企画段階 計画通り  学齢簿の管理システムについて、区民課等の協力
を得ながら業務調書等を作成し、情報化調整委員
会・情報公開運営審議会に諮り、それぞれ承認を得
た。また、システムの構築について予算要求を行っ
た。
 システム構築に係る業者の選定については、仕様
書を作成し、公募型プロポーザル方式による入札を
前提に業者選定の準備を行った。

運用段階 計画通り  就学援助申請者の同意に基づき、平成２７年１月
１日現在川崎市に住所のある方については、照会用
のデータ作成をパンチ委託し、作成したデータと市
民税・県民税課税台帳のデータと照会することで一
括で所得金額を把握することが可能となった。その
結果、保護者の所得証明書の添付、各小中学校での
証明書類の確認だけでなく、学事課職員の所得照会
についての事務処理が大幅に軽減された。

設計・開
発段階

計画通り

運用段階 計画通り

運用段階 計画通り

 就学援助申請者の同意に基づき、平成２６年１月
１日現在川崎市に住所のある方については、教育委
員会学事課担当職員が市民税・県民税課税台帳を直
接照会し、所得金額を把握することにより、申請者
の所得証明書の添付、各小中学校での証明書類の確
認についての負担軽減を図った。

 平成26年12月14日執行の衆議院議員総選挙・最高
裁判所裁判官国民審査においては選挙人情報を管理
し、有権者数の把握、期日前投票者数の集計、期日
前投票期間中の選挙人名簿の管理、二重投票の防止
等に寄与した。

 システムの適性かつ安定的な運用を行うととも
に、システムが導入されていないパソコンへのシス
テムの導入を行った。

 平成２５年度後期に大幅なシステム運用体制の変
更及びそれに伴うシステム改修を行いましたが、混
乱等なく安定的な運用を行っています。こうした変
更によって、人員配置や任用事務をより効率的に行
うことができるようになりました。
 また、平成２９年度の県費負担教職員の給与負担
等の市への移譲を見据えて、人事給与システムとの
統合・連携の検討を開始しました。

 就学援助制度では、お子さんを市立小・中学校へ通
学させるのに、経済的に困難な保護者（要保護者・準
要保護者）に対し、必要な援助をしています。その中
で、準要保護者の認定作業において必要な、世帯の所
得情報を教育委員会が直接照会できるようにし、申請
者の負担軽減及び業務の効率化を推進します。

期日前投票
システム

選挙管理
委員会

選挙課 システム関
連

選挙システ
ム

選挙管理
委員会

選挙課

 クラウドコンピューティング運用による校務支援シ
ステムの導入により、個人情報等の安全な取り扱いを
確保しながら学校事務作業を効率化することで、教職
員が子どもたちと接する時間、教職員どうしの情報交
換の機会、教材研究の時間の確保を図ります。

 平成２６年度の打合せの中で、
他部署で利用している同様のプロ
グラムを改修することにより、平
成２７年度から運用可能との見通
しがたったため。現在、平成２７
年度当初からの運用開始に向け
て、打合せを進めている。

 計画の変更については、サマー
レビュー上でも記載しているが、
社会環境の変化に対応が迫られる
業務を遂行しつつ、現体制で当初
のスケジュール通り新たなシステ
ムを構築することが困難なため。

 有権者数の把握、期日前投票者数の集計、期日前投
票期間中の選挙人名簿の管理、二重投票の防止等を正
確かつ効率的に行います。
 また、関係法令の改正や制度改正が行われた場合や
システム機器の更新等の際には、適宜プログラムの改
修を行い、システムを運用することで、適正に選挙を
執行します。

 選挙人名簿、住民投票の投票資格者名簿、国民投票
の投票人名簿の調製や、期日前投票システムのセット
アップデータ及び日々の異動情報の作成等を行いま
す。
 関係法令の改正や制度改正が行われた場合等には、
適宜システムの改修を行い適正に選挙等の執行を行い
ます。

運用段階システム関
連

 平成２５年度の大幅なシステム
改修を行いましたが、安定的なシ
ステム運用を保つことができてい
るため、今年度は新たなシステム
改修の必要がありませんでした。

 教職員人事管理システムは、川崎市立学校に勤務す
る教職員の人事情報（氏名、住所、年齢等）及び勤務
記録（異動、昇給昇格、休職等の情報）を管理するシ
ステムとして稼動しています。また、正規職員の他に
臨時的任用教員及び非常勤講師等についても、登録さ
れた人事情報をもとに、任用事務を行っています。こ
のようなシステムを効果的に機能させるために、人事
給与システムとの連携の検討やシステム改修を行って
いきます。

 平成26年4月より、グループウェア、出席簿、小
学校通信票、中学校通知表の運用を開始するととも
に、出席簿・通信票・通知票の操作・運用に関して
の研修を行った。
 平成27年度から運用開始予定の指導要領・保健帳
票の要件定義の検討を重ね、開発に取り組んだ。

 ３月・６月・９月・１２月の年４回、定時登録に
係る選挙人名簿の調製及び期日前投票システムの
セットアップデータの作成を行った。また、今後国
民投票が執行されることを想定し国民投票のリハー
サルを行い、国民投票の投票人名簿の調製を行っ
た。
 平成２６年１２月１４日執行の衆議院議員総選
挙・最高裁判所裁判官国民審査において、選挙人名
簿の調製を行い、期日前投票システムのセットアッ
プデータを作成し適正に選挙の執行を行った。

運用段階 計画通り

計画通り

校務支援シ
ステムの運
用

教育委員
会

情報・視
聴覚セン
ター

システム関
連

設計・開
発段階

計画通り

学事課 システム関
連

システム関
連

教職員人事
管理システ
ム

教育委員
会

教職員課 システム関
連

学齢簿管理
システム

 区役所・支所の区民係が行っている就学事務につ
いて、現行の運用上での課題について検討し、改善
を図った。
市として希望する学齢簿システムの機能要件をまと
めたうえで複数のシステム業者と打合せを行う等、
仕様書作成に向けた準備を進めた。

企画段階 計画通りシステム関
連

 現在、本市の公立学校は１７３校あり、1,000棟を
超える建物を管理している。
 そのような中で、「学校施設の長寿命化」や「コス
トの平準化」を図るために既存施設の長期保全計画を
策定する予定である。長期保全計画を策定するために
は、学校施設の劣化状況等を的確に把握し、その結果
を一元管理化するためにデータベース化が必要とな
る。また、既存の学校施設データ（建築年度、改築年
度、修繕状況、劣化具合等）は各担当ごとに様々な媒
体（紙・データ等）で管理しているが、データ量が膨
大なことから、誰がどのようなデータを持っているか
把握できず、データの管理にも苦慮しており、いざ必
要になった時にすぐに探すことが難しい。
 以上のことから、施設保全データを管理・運用する
ソフト及びサーバ機の導入を行う。

就学援助事
務での所得
照会

教育委員
会

学校施設管
理システム
の導入

教育委員
会

教育環境
整備推進
室

 学齢児童・生徒の就学義務の発生、消滅及びその履
行状況を管理する学齢簿は、現在紙台帳で人の手によ
り管理されていますが、住民基本台帳と連動させ、そ
の情報をオンライン化することにより、学齢簿の管理
の適正化、申請手続きの迅速化、行政事務処理の簡素
化・効率化等を進めていきます。

教育委員
会

学事課
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

現行

●新システムの開発
●システム機器の更新

●新システム稼働

変更

●新システム用機器（区選管用端末）の新
規リース
●現行システム機器の更新

●新システム用機器（区選管用端末）の
リース
●現行システム機器の更新（再々リース）
●市選管集計用パソコンの一括調達
（H28.3.31 ）

現行

●インターネットで本会議及び予算・決算
審査特別委員会等の生中継・録画中継を実
施
●区役所のモニターでインターネット中継
映像の放映を実施
●スマートフォンに対応した録画中継の配
信を実施

●継続

変更

現行

●会議録情報更新 ●継続

変更

現行

●システム導入に向けた庁内調整 ●システム設計・開発

変更

現行

●川崎病院における病院利用者用WiFiの安
定的な運営
●川崎病院におけるデジタルサイネージの
安定的な運営
●川崎病院における電子お薬手帳の安定的
な運営と利用拡大
●川崎病院スマート化事業に係る取組の検
討

変更

設計・開
発段階

計画通り ●システム設計・開発
●システム用サーバ導入
●システム用クライアント機器等導入
●システム操作研修
●運用テスト

運用段階 計画通り ●本会議、予算審査特別委員会、決算審査特別委員
会（全体会）をインターネットにより生中継及び録
画中継を実施。
●各区役所のロビー等に設置しているモニターで、
インターネット議会中継（生中継）の映像を放映。
●録画中継に引き続き、生中継でも、スマートフォ
ン・タブレット端末での映像配信を開始。

運用段階 計画通り  議会の情報公開のより一層の推進を図るととも
に、市民等の議会情報へのアクセスや利便性の向上
を図るため、本会議録、予算・決算審査特別委員会
記録、常任委員会及び議会運営委員会の記録を掲載
しました。また、検索システムに追加した掲載ペー
ジにおいて、本会議録、予算・決算審査特別委員会
記録の速報版を公開しました。そのほかトピックス
単語を随時更新するなど、検索機能の一層の充実を
図りました。
 平成26年6月2日から会議録検索システムの利便性
向上のため、スマートフォン・タブレット端末版を
導入しました。
 会議録検索システムは現在、本会議及び特別委員
会については平成7年2月以降の会議録を掲載してい
ますが、平成27年度より、それ以前の紙媒体の議事
録等を順次電子化し、検索システムへ掲載していき

運用段階 計画通り   新システム開発については、平成27年4月の稼動に
向け準備を行ったが、コストが業務内容に見合わな
いことから、本市では開発を断念した。県選管では
地方選挙用の新システムを平成27年4月から稼働し
たため、同システム用の端末を新規にリースして区
選管に配置し、県選管への速報を行っている。市選
管においては、今後はシステムを使わずメール・
ファックスによる速報を行うため、集計作業用のＰ
Ｃ等を一括調達により配置する。なお、現行システ
ムについては、今年度県選管で国政選挙用のシステ
ム開発を行っているため、衆議院解散の場合も想定
し機器の更新（再々リース）をおこなった。

 市選管集計用パソ
コンの一括調達は、
早くても契約期間が
平成28年3月31日
からとなることか
ら、平成27年4月
12日執行予定の統
一地方選挙には間に
合わないため、統一
地方選挙において
は、システム管理課
より一時的にパソコ
ンを借りた。

運用段階 計画通り

運用段階 計画通り

計画通り企画段階

●本会議、予算審査特別委員会、決算審査特別委員
会（全体会）をインターネットにより生中継及び録
画中継を実施。
●各区役所のロビー等に設置しているモニターで、
インターネット議会中継（生中継）の映像を放映。
●録画中継では、スマートフォン・タブレット端末
でも映像配信を開始。

 議会の情報公開のより一層の推進を図るととも
に、市民等の議会情報へのアクセスや利便性の向上
を図るため、本会議録、予算・決算審査特別委員会
記録、常任委員会及び議会運営委員会の記録を掲載
しました。また、検索システムに追加した掲載ペー
ジにおいて、本会議録、予算・決算審査特別委員会
記録の速報版を公開しました。そのほかトピックス
単語を随時更新するなど、検索機能の一層の充実を
図りました。
 平成26年６月２日から会議録検索システムの利便
性向上のため、スマートフォン・タブレット端末版
を導入しました。

●システム導入計画書の提出
●情報化施策調書の提出、情報化調整委員会の審議
によるシステム導入計画の了承
●システム開発業務委託の仕様書作成
●システム開発業者の公募及び選定

市議会のイ
ンターネッ
ト中継

議会局 広報・報
道担当

システム関
連

市議会会議
録検索シス
テム

議会局

 投・開票速報システムを使用しオンラインにより効
率的に集計作業を行うことで、投・開票の状況を迅速
かつ正確に市民や報道機関への情報提供を行います。
県下の市区町村が同じシステムを使用することで、円
滑な運用が可能となっています。
 また、選挙制度の改正への対応や県下での円滑なシ
ステム運用のため、プログラムの改修、新システムの
開発等を行います。

投開票速報
システム

選挙管理
委員会

選挙課 システム関
連

 市選管集計用パソ
コンの一括調達は、
早くても契約期間が
平成28年3月31日
からとなることか
ら、平成27年4月
12日執行予定の統
一地方選挙には間に
合わないため、統一
地方選挙において
は、システム管理課
より一時的にパソコ
ンを借りる予定。

 新システムの開発を中止し、シ
ステムにより各区の速報値を集計
する方法から、各区選管から市選
管あてにメールやFAXで速報値を送
信してもらい市選管でエクセルの
帳票作成をする方法に変更する。
そのため、当初予定していた新シ
ステム用の市選管のサーバ機器類
のリースが不用となり、また速報
室内においてエクセルの帳票を作
成するための端末（区選管からの
メール受信等のため庁内LANに接
続する）が必要になる。

運用段階 計画通り

 本会議及び予算審査特別委員会、決算審査特別委員
会（全体会）の様子を家庭のパソコンを利用して視聴
できるよう、生中継・録画中継を実施します。また、
区役所のモニターでもインターネット中継の映像を放
映します。さらに、近年、普及が進むスマートフォン
での視聴に対応した中継映像の配信を実施します。

 現行システムについては、機器の更新（再リース）
を行い稼動中。
 新システムの開発については、平成２７年４月の
稼動に向けて開発業者と仕様の作成等のため打合せ
を重ねてきたが、開発費用とランニングコストは当
初の予算を大幅に上回り、開発期間が当初の１年か
ら２年となるなど、コストが業務内容に見合わない
ことから、本市ではやむを得ず開発を断念した。な
お、県選管では新システムを平成27年4月から稼働
予定のため、区選管に県選管のシステム用の端末を
配置し、県選管へはシステムを使用して速報するこ
ととなる。

議事課 システム関
連

 議会の情報公開のより一層の推進を図るとともに、
市民等の議会情報へのアクセスや利便性の向上を図る
ため、本会議録、予算・決算審査特別委員会記録、常
任委員会及び議会運営委員会の記録を市議会ホーム
ページに掲載し、単語検索や条件検索が可能な検索シ
ステムとして整備しています。

 母子保健業務管理システムは、母子保健法・地域保
健法等の根拠法令により定められた母子の健康管理に
付随する事務処理を支援するものであり、母子健診か
ら母子指導までの登録・結果情報を管理する台帳管理
系、また統計・集計処理を実施する事業報告系から構
成されるものである。
 本市では現在、母子保健事業の情報を紙媒体によっ
て管理しているが、本システムを新規導入し情報を
データ化することによって、母子保健情報の一元管理
が可能となり、事務処理の効率化及びコストの低減が
図られる。また、対象者とその家族の持つリスク要因
（要支援状況）を予め把握したうえで、相談に応じる
ことが可能となり、より的確な相談・支援を早期に提
供できるため、平成２８年度から導入を行う。

システム関
連

母子保健業
務管理シス
テム

市民・こ
ども局

児童家庭
支援・虐
待対策室

 市立川崎病院において、環境配慮型のエネルギー対
策やＩＣＴの積極的な導入を含めた総合的な中長期保
全と設備更新、更にはＩＣＴの活用等による患者サー
ビスや医療の効率化等の取組も合わせ総合的に推進す
るため、「市立川崎病院におけるスマート化の基本方
針」を策定したところです。そこで、ICTを活用した、
患者サービスの向上や、医療の効率化の取組を推進し
ます。

市立川崎病
院における
スマート化
の推進

運用段階 計画通り ●病院利用者用WiFiを整備し、運用を開始した。
●院内外来待合エリアの一部において、デジタルサ
イネージを設置し、患者さん向けの各種お知らせ、
ニュース・天気予報等のリアルタイムなコンテン
ツ、川崎市PR動画、及び救急外来診察状況などの多
様な情報配信を開始しました。
●電子お薬手帳を導入し、入院時に薬を持参してく
る患者さんの薬の確認や、一部診療科の外来におい
て服用している薬を確認する運用を開始した。

病院局 経営企画
室

システム関
連
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

４ 情報化を支える仕組みづくり

現行

●各マニュアルに基づく情報セキュリティ
対策の実施
●情報セキュリティ内部検査、外部監査の
実施
●情報セキュリティ研修の実施
●分かり易く実行しやすい情報セキュリ
ティ規定類の整備

●継続

変更

現行

●個人情報保護制度の適切な運用
●番号法の成立に伴う個人情報保護制度の
あり方の検討及び対応

●個人情報保護制度の適切な運用

変更

現行

●ＬＧＷＡＮによる認証の継続的な実施
●新暗号対応のＩＣカード関連機器等の調
達

●継続

変更

現行

●全体最適化計画の推進 ●継続

変更

現行

●階層別情報化研修の実施 ●階層別情報化研修の実施
●ｅラーニングシステム機器置換

変更

推進段階 計画通り  川崎市情報システム全体最適化計画の今後の最適
化施策プランに基づき、情報システム全体最適化へ
の取組を推進しました。また、技術動向や社会環境
に柔軟に対応するための取組の視点を示した「川崎
市情報システム全体最適化ガイドライン」を策定し
ました。
 サーバ統合化に向けて、部局オープン系システム
の位置統合を行うとともに、庁内共通システム基盤
（サーバ仮想化技術）導入の開発支援を行いまし
た。

推進段階 計画通り ●階層別情報化研修として、8月に初級編、11月に
中級編、8月にセキュリティ編の各研修を実施した。
●平成27年4月にeラーニングシステムを更新し、運
用を開始した。

推進段階 計画通り  個人情報保護制度の概要をホームページで提供
し、市民の制度への理解を深めた。また、ホーム
ページに掲出している個人情報ファイル目録を更新
し、個人情報開示等請求の権利行使を行いやすくし
た。
 市の事業に関し、統合的情報公開制度の運営に関
する重要事項１件、電磁的媒体による個人情報ファ
イルの保有３件、個人情報の本人外収集及び外部提
供１件、電磁的媒体による個人情報の外部接続２
件、防犯（監視）カメラによる個人に関する画像の
収集保有１件について、情報公開運営審議会におい
て審議を行い、個人情報の適切な取扱いを図った。
また、職員向けの実務研修を実施し、個人情報保護
制度の周知徹底を図った。
 番号法の成立に伴い、個人情報保護制度のあり方

推進段階 計画通り  今年度の実施状況は次のとおりである。
 １ 証明書利用課から電子署名使用状況報告を受
け、各課の利用状況を把握した(４月)。
      総務局情報管理部行政情報課、総務局人事部労
務課、総務局危機管理室情報担当、財政局資産管理
部契約課、経済労働局公営事業部総務課、上下水道
局総務部労務課、上下水道局総務部管財課、上下水
道局経営管理部財務課、交通局企画管理部経理課、
交通局企画管理部労務担当、病院局総務部庶務課、
消防局総務部人事課、教育委員会職員部勤労課
 ２ 証明書の発行申請等の業務について、次のと
おり行った。
  （1） 証明書の更新
     総務局情報管理部行政情報課、市長職責
証明書（５月）
  （２） 証明書の失効
     総務局情報管理部行政情報課 文書管理
担当（利用者）証明書（５月）

推進段階 計画通り  本市における対策レベルを一層強化していくこと
等を目的に、国における情報セキュリティ対策指針
等の改定を踏まえ、情報セキュリティ基準の改正を
行った。
 また、水道料金業務等オンラインシステムの管
理・運営業務を対象とした情報セキュリティ外部監
査や、内部検査としての標的型攻撃メール対応訓
練、局点検の実施状況調査を実施し、対策レベルの
実施状況の検証、維持向上等を行うとともに、各種
セキュリティ研修の実施により、職員の情報セキュ
リティレベルの向上を図った。

計画通り

計画通り

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り

●証明書利用課から電子署名使用状況報告を受け、
各課の利用状況を把握した(4月)。
 総務局情報管理部行政情報課、総務局人事部労務
課、総務局危機管理室情報担当、財政局資産管理部
契約課、上下水道局総務部労務課、上下水道局総務
部管財課、上下水道局経営管理部財務課、交通局企
画管理部経理課、交通局企画管理部労務担当、病院
局総務部庶務課、消防局総務部人事課、教育委員会
職員部勤労課
●新暗号対応のICカード関連機器を調達した（10
月）。
●証明書の発行申請等の業務
・証明書の新規発行
 経済労働局公営事業部総務課、eTAX専用の職責証
明書（11月）
 財政局資産管理部契約課、川崎市電子入札システ
ム用の職責証明書（２月 ３月）
 上下水道局総務部管財課、川崎市電子入札システ
ム用の職責証明書（２月 ３月）
・証明書の更新
 上下水道局経営管理部財務課、eTAX専用の職責証
明書（8月）
 総務局危機管理室、電波利用電子申請・届出シス
テム用職責証明書（２月）

 階層別情報化研修として、初級編、中級編、セ
キュリティ編の各研修を実施した。

 情報セキュリティ基準について、総務省のガイド
ラインと比較して記載が不十分な項目について、見
直しを行った。
 市営住宅総合管理システムの管理・運営業務につ
いて情報セキュリティ外部監査を行うとともに、可
搬媒体の管理状況について内部点検を行った。
 また、局点検の実施状況調査を行うとともに研修
を通じて、情報セキュリティレベルの向上を図っ
た。

 個人情報保護制度の概要をホームページで提供
し、市民の制度への理解を深めた。また、ホーム
ページに掲出している個人情報ファイル目録を更新
し、個人情報開示等請求の権利行使を行いやすくし
た。
 市の事業に関し、統合的情報公開制度の運営に関
する重要事項２件、電磁的媒体による個人情報ファ
イルの保有３件、電磁的媒体による個人情報の外部
接続２件について、情報公開運営審議会において審
議を行い、個人情報の適切な取扱いを図った。ま
た、職員向けの実務研修を実施し、個人情報保護制
度の周知徹底を図った。
 番号法の成立に伴い、個人情報保護制度のあり方
を検討し、個人情報保護条例の改正に向けた準備を
行った。

情報セキュ
リティ対策
の実施

総務局 ICT推進課 その他  事業主管課が、情報セキュリティ基準等に基づき、
計画、運用、見直し、改善といったプロセスを自ら循
環して継続的に行う情報セキュリティ対策の推進及び
効率的に情報セキュリティ対策を行うために必要な研
修の充実を図ることにより、事業主管課の情報セキュ
リティレベルの向上を図ります。
 また、事業主管課の情報セキュリティ対策の実施状
況を他の組織による点検を実施することにより、事業
主管課の情報セキュリティ対策の精度を高めます。

個人情報保
護制度の推
進

総務局 行政情報
課

その他  個人情報の適切な管理、取扱いを図るため、「川崎
市個人情報保護条例」を制定し、制度の適切な運営に
向け、職員等に対する研修、啓発及びマニュアルの充
実や周知を行っています。
 また、保有個人情報の開示等を請求する権利を市民
に保障することにより、市民に信頼される市政の実現
と安心できる市民生活の確保を図ります。

地方公共団
体の組織認
証基盤ＬＧ
ＰＫＩ

総務局 行政情報
課

その他  地方公共団体組織認証基盤（ＬＧＰＫＩ）は、国や
地方自治体相互間で文書のやり取りを電子上で行う場
合に、電子証明書を利用することで、盗聴や改ざんな
どの脅威を防止し、送受信された電子文書の真正性
（本人が作成した文書に相違ないこと）を担保できる
システムです。
 本市では、庁内利用者からの電子証明書発行申請等
の受付及び審査を行い、総合行政ネットワーク（ＬＧ
ＷＡＮ：地方公共団体の組織内ネットワークを相互接
続し、高度なセキュリティを維持した行政専用のネッ
トワークのこと。）運営主体である地方公共団体情報
システム機構（Ｊ－ＬＩＳ）への申請及び発行された
電子証明書の配布を行っています。

推進段階

推進段階情報システ
ム全体最適
化への取組

総務局 ＩＣＴ推
進課

その他  情報統括監理者（ＣＩＯ）の強力なガバナンスの
下、外部の専門知識を有する組織のアドバイスを受け
ながら、全庁のシステムを機能的、効率的かつ安全な
形態に再編成する全体最適化計画に基づき、汎用機の
オープン化、サーバ統合化、運用統合化、ネットワー
ク基盤の活用・拡充、クラウドコンピューティングの
活用等の検討及び推進を図ります。

 川崎市情報システム全体最適化計画の今後の最適
化施策プランに基づき、情報システム全体最適化へ
の取組を推進しました。サーバ統合化に向けて、部
局オープン系システムの位置統合を行うとともに、
庁内共通システム基盤（サーバ仮想化技術）導入に
向けた調査、検討を行いました。また、ネットワー
ク基盤の活用・拡充として、福祉系計画配置パソコ
ンの情報系ネットワーク利用に伴い、計画配置パソ
コンの再配置を行うなど有効活用を図りました。ク
ラウドコンピューティングの活用としては、庁内シ
ステムのうち、２システムでクラウド化を実現して
います。

庁内ＩＣＴ
人材育成

総務局 ＩＣＴ推
進課

その他  電子行政サービスの充実を図るためには、それを担
う職員の情報利活用能力を向上させることが重要であ
るため、必要な情報化研修を計画的に実施します。な
お、情報化研修の実施にあたっては、階層別の集合研
修に加えｅラーニングシステムを効果的に活用して、
職員の情報利活用能力の向上を図ります。
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基本

施策 事業名 局 課 区分 事業概要 H２６（２０１４） H２７（２０１５） 計画変更理由 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項 実施段階 進捗状況 実施状況 特記事項
平成27年度平成26年度スケジュール所管課

計画通り やや遅延 かなり遅
進捗状況

その他

区分
企画段階 設計・ 運用段階実施段階

(システム関連)

企画段階 推進段階実施段階

(その他)

システ

ム関連

現行

●ＣＩＯ（情報統括監理者）体制による、
情報化施策の推進及び調整
●マイナンバー推進委員会のもと、制度導
入に向けた対応の実施

●継続

変更

現行

●「川崎市情報システム全体最適化計画」
に基づく、マイナンバー制度への対応を含
めたシステム評価・調整の実施

●継続

変更

現行

●庁内ネットワークへの不正接続防止対策
の実施
●幸区役所新庁舎対応
●社会保障・税番号制度等への対応
●その他、安全で安定的な情報環境の整備
と維持･管理

●メール利用環境の再構築等、セキュリ
ティ対策の推進
●社会保障・税番号制度等への対応
●本庁地区ネットワーク再構築
●その他、安全で安定的な情報環境の整備
と維持･管理

変更

現行

●同報系無線デジタル化再整備工事(25年
度から継続)
●多重系・衛星系無線等再整備基本設計

●多重系・衛星系無線等再整備実施設計

変更

現行

●消防救急デジタル無線基地局整備
●消防救急デジタル無線移動局整備
●ヘリコプターテレビ電送システム地上設
備整備
●ヘリコプターテレビ電送システム機上設
備整備(H26‐H28)

●ヘリコプターテレビ電送システム機上設
備整備(H26‐H28)

変更

●消防救急デジタル無線基地局整備
●消防救急デジタル無線移動局整備
●ヘリコプターテレビ電送システム地上設
備整備(H26‐H27)
●ヘリコプターテレビ電送システム機上設
備整備(H26‐H28)

●ヘリコプターテレビ電送システム地上設
備整備(H26‐H27)
●ヘリコプターテレビ電送システム機上設
備整備(H26‐H28)

運用段階 計画通り  消防救急デジタル無線の各整備について計画通り
に整備を進めて、平成２６年３月から仮運用を開始
した。
 ヘリコプターテレビ電送システム地上設備整備に
ついて整備期間の見直しを行い、修正計画の通り事
業を執行している。（Ｈ２６年度に契約締結と機器
製造、Ｈ２７年度に据付と動作試験）
 ヘリコプターテレビ電送システム機上設備整備に
ついて計画通りに整備を進めている。（案件１：Ｈ
２６年度に契約締結と機器製造、Ｈ２７年度に据付
と動作試験）（案件２：Ｈ２７年度に契約締結と機
器製造、Ｈ２８年度に据付と動作試験）

運用段階 計画通り  メール利用環境を再構築し、メールの誤送信防
止、添付ファイルの自動暗号化を導入してセキュリ
ティ対策を推進しました。また、本庁舎移転、機器
のリプレースに伴いネットワークの整備を行いまし
た。

設計・開
発段階

計画通り  多重系・衛星系無線については、老朽化対策とＩ
Ｐ化のための再整備を予定しており、H26年度の基
本設計に引き続き、実施設計を行った。また、H28
年度以降の再整備工事にかかる費用を予算化した。

推進段階 計画通り  副市長を情報統括監理者（CIO）とする執行体制
のもと、外部の専門業者と連携して、情報化推進委
員会、情報化調整委員会を開催し、本市の情報化施
策の推進及び調整を進めるとともに、マイナンバー
制度の導入に伴う庁内システムの対応について実施
体制を整備し、進捗状況の管理や関係部署間の調整
等を実施しました。

推進段階 計画通り  「川崎市情報システム導入ガイドブック」を活用
しながら各種導入相談の対応を行いました。また、
約３００件のシステム導入計画書の評価･調整及び成
人検診システム、母子保健システム、コンビニ交付
システムの開発などの大規模プロジェクトの進捗管
理を実施しました。

推進段階 計画通り

推進段階 計画通り  副市長を情報統括監理者（CIO）とする執行体制
のもと、外部の専門業者と連携して、情報化推進委
員会、情報化調整委員会を開催し、本市の情報化施
策の推進及び調整を進めるとともに、マイナンバー
制度の導入に伴う庁内システムの対応について実施
体制を整備し、進捗状況の管理や関係部署間の調整
等を実施しました。
 「川崎市情報システム導入ガイドブック」を活用
しながら各種導入相談の対応を行いました。また、
約３００件のシステム導入計画書の評価･調整及び福
祉総合システムの再構築や校務支援システムの構
築、こども子育て支援システムの開発などの大規模
プロジェクトの進捗管理を実施しました。

 不正接続防止対策を実施し、手続きを経ていない
機器や、セキュリティ対策が不十分な機器を検知、
隔離するシステムを導入しました。また、本庁舎移
転、幸区役所新庁舎移転に伴いネットワークの整備
を行いました。また、福祉システムの業務端末有効
活用により約８００台のパソコンを整備しました。

ＩＣＴ推
進課

その他  本市の情報化施策に係る総合的な調整を行うため、
市長を本部長とする情報化推進本部の設置及び副本部
長（副市長）をＣＩＯ（情報統括監理者）とする執行
体制を整え、外部の専門業者の支援を受けながら、各
局における情報化施策の統一的・効果的・効率的な推
進に取り組んでいます。

システム評
価・調整事
業

総務局 ＩＣＴ推
進課

その他  CIO（情報統括管理者）体制のもと、外部の専門業
者と連携して、情報システムの企画・開発・運用後の
各段階で「情報システム評価」を実施し、情報システ
ムの信頼性・安全性・効率性を確保します。また、情
報システムの導入における作業手順を具体的に示し、
効率的で安全性の高い情報システムの構築を図るため
の「川崎市情報システムガイドブック」を整備し、本
市におけるICT経費の適正化を図ります。

情報化推進
本部・ＣＩ
Ｏ体制の運
営

総務局

システム関
連

システム関
連

庁内情報環
境整備

総務局 システム
管理課

システム関
連

計画通り

設計・開
発段階

運用段階 電子行政サービスの充実による電子自治体の推進や
ICTを効果的に活用した効率的な行政運営の推進を図る
ため、市情報システム全体最適化計画に基づき、ネッ
トワークやパソコン等の情報環境の充実とセキュリ
ティの強化を行い、各システムの基盤となる情報環境
の安全性、安定性、効率性を向上させます。また、業
務システム間の連携が効率的に行えるように、連携基
盤を活用したシステム開発を推進、支援していきま
す。

計画通り

運用段階  消防救急デジタル無線の各整備について計画通り
に整備を進めて、平成２６年３月から仮運用を開始
した。
 ヘリコプターテレビ電送システム地上設備整備に
ついて整備期間の見直しを行い、修正計画の通り事
業を執行している。（Ｈ２６年度に契約締結と機器
製造、Ｈ２７年度に据付と動作試験）
 ヘリコプターテレビ電送システム機上設備整備に
ついて計画通りに整備を進めている。（案件１：Ｈ
２６年度に契約締結と機器製造、Ｈ２７年度に据付
と動作試験）（案件２：Ｈ２７年度に契約締結と機
器製造、Ｈ２８年度に据付と動作試験）

計画通り 航空機の修理改造検査の日程に
あわせて整備期間の見直しが必要
となったため。

消防救急無
線のデジタ
ル化

消防局 指令課  電波法等の改正により全国の消防機関で消防救急無
線のデジタル化事業が進められており、本市について
も既存のアナログ方式の使用期限として決められた平
成28年5月末までにデジタル方式が運用できるように
計画的に整備事業を進めています。
 また本市では、大規模災害発生時における市内被害
状況の迅速な把握などを目的としてヘリコプターテレ
ビ電送システムを運用しており、デジタル方式のシス
テムに更新して映像のハイビジョン化を図り、より強
力な消防救急体制を構築していきます。

防災行政無
線のデジタ
ル化・ＩＰ
化

総務局 危機管理
室

 災害等に関する情報や被害状況等を迅速に収集し、
的確な災害対応に関する意思決定を行い、市民等へ迅
速かつ的確な情報伝達を図るとともに、行政、市民、
防災関係機関等において防災や災害に関する情報の共
有化を図るため、防災行政無線及び関連機器が円滑に
活用できるよう、適切な保守、管理等を行います。

 同報系無線については、平成２５年度に引き続
き、デジタル化再整備工事を行った。また、その中
で、同報系無線と全国瞬時警報システム(J‐ALERT)
や総合防災情報システムとの連携を行った。
 多重系・衛星系無線については、老朽化対策とＩ
Ｐ化のための再整備を予定しており、基本設計を
行った。また、平成27年度の実施設計にかかる費用
を予算化した。
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